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議 事 録  

  

１ 会議名称  

  令和４年度第２回滝沢市行政情報公開・個人情報保護運営審議会  

  

２ 開催日時  

  令和４年９月２日（金） 午後１時３０分から午後２時４０分まで  

  

３ 開催場所  

  滝沢市役所４階 中会議室  

  

４ 出 席 者 

（１）委 員  

   松 下 壽 夫  

   高 橋   耕  

   三田地 宣 子  

   石 堂   淳  

   内 田   浩  

   主 浜 照 風  

（２）事務局  

   企画総務部  総  務 課   課  長  高 橋 克 周  

   企画総務部  総  務 課   総括主査  古前田 公 湖  

   企画総務部  総  務 課   主  査  勝 田   尚  

   企画総務部  総  務 課   主  任  吉 田 美沙紀  

   企画総務部  総  務 課   主  任  本 間 智 士  

（３）関係課等  

   健康福祉部  健康づくり政策課   課  長  正 木   賢  

   健康福祉部  健康づくり政策課   主  任  牧 野 裕 斗  

   経済産業部  観光物産課   課  長  大 槻 智 康  

   経済産業部  観光物産課   主  査  八 田 友 紀  

 

５ 議  事  

（１）令和４年８月１９日付け滝総第０８１９００８号  

   諮問第１号   個人情報取扱事務の委託について（健康福祉部健康づくり政策課）  

   諮問第２号   個人情報取扱事務の委託の内容の変更及びオンライン結合による個

人情報の提供について（経済産業部観光物産課）  

（２）令和４年８月２３日付け滝総第０８２２００７号  

   諮問第１号   滝沢市行政情報公開条例の全部改正案について（企画総務部総務課

  ） 

６ 会議状況（要点筆記）  
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（１）開会  

（２）令和４年８月１９日付け滝総第０８１９００８号  

 ①諮問第１号 個人情報取扱事務の委託について（健康福祉部健康づくり政策課）  

諮問された事項の全てを承認し、その旨を答申することとされた。議事における質疑

等は、次のとおり。  

委 員  １ページ４の「委託の内容」の（２）委託に含まれる個人情報の中に、年齢と性

別が含まれているが、この収集の目的は参加者特典の管理に係るものか。参加者

特典に係る収集であるとすれば、年齢や性別を収集する必要のある参加者特典と

はどのようなものか。  

担当課  年齢と性別を収集する目的は参加特典に係るものではありません。年齢や性別の

収集については、収集された参加者の傾向により、実施するプログラムを検討す

ることを含めての収集です。  

 ②諮問第２号 個人情報取扱事務の委託の内容の変更及びオンライン結合による個人情

報の提供について（経済産業部観光物産課）  

諮問された事項の全てを承認し、その旨を答申することとされた。議事における質疑

等は、次のとおり。  

委 員  ３ページ表の追加された委託先に「株式会社シフトセブンコンサルタント」とあ

るが、（４）委託の開始時期の社名が「株式会社シフトセブンコンサルティング

」となっているが、どちらが正しい社名か。  

担当課  大変申し訳ありません。正しくは「株式会社シフトセブンコンサルティング」で

す。お詫びし、訂正します。  

委 員  今回のオンラインで行うワンストップ特例申請について、２社がその委託先に選

定されている。委託先はより少ないことが望ましいと思われるが、この２社を選

定した理由は。  

担当課  ふるさと納税を受け付けているサイトは、現在４サイトあります。具体的には「

さとふる」、「ふるさとチョイス」、「楽天」、「ふるなび」の４サイトです。

そのうち、ふるさと納税ＤＯという株式会社シフトセブンコンサルティングが管

理するシステムで寄附者情報の一括管理をできるのが「ふるさとチョイス」、「

楽天」、「ふるなび」の３サイトであり、「さとふる」についてはこのシステム

とは別で寄附者情報を管理しているため、オンラインでワンストップ特例申請を

行う際の管理先が異なる状態となっています。  

市としては、多くの方にふるさと納税をしていただくために、寄附を行うための

サイトの選択の幅を広げることが寄附しやすい環境づくりに寄与するものと考え

、当該２社を選定しているものです。  

委 員  アプローチする機会を増やすということでしょうか。  

担当課  そのとおりです。  

（２）令和４年８月２３日付け滝総第０８２２００７号  

諮問第１号 滝沢市行政情報公開条例の全面改正案について（企画総務部総務課）  

諮問された事項については継続審議とし、次回以降も継続して審議することとされ
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た。議事における質疑等は、次のとおり。  

委 員  資料の見方について、別紙１の「２  改正の内容」とありますが、例えば「（１

）開示請求書に不備があった場合に、その補正を求めることができることとする

こと（第６条第２項関係）とあるが、これは別紙２の５ページの第６条第２項を

参照するということか。  

担当課  そのとおりです。  

委 員  改正後の情報公開条例の条文と、当該条例との整合を図る国の法律の条文との対

照関係をお示しいただけるとわかりやすいと思われる。  

担当課  改めて資料を調製し、国の法律との対照関係がわかるような資料を後日送付させ

ていただきたいと思います。  

委 員  ２ページ（４）の１０条関係について、「行政文書が存在しているか否かを答え

るだけで不開示情報を開示することとなるとき」とあるが、具体的にはどのよう

な事例が想定されるのか。  

担当課  具体例としては、ＤＶの被害者の方の情報をＤＶの加害者とされる方が開示しよ

うとする場合等が想定されます。この場合、基本的な個人情報は非開示となりま

すが、行政文書が存在すると回答することにより、ＤＶの被害者の方が当市に住

所を置いていることが分かってしまうといったことを防止するための措置として

、行政文書の存否自体を回答しないとすることがあります。  

委 員  ①２３ページの第三者聴取の規定について、第２項で必ず聴取する場合が規定さ

れているが、具体的にはどのような場合が想定されるのか。  

②個人情報保護に関して、亡くなった方の情報を身内の方が開示する（例えば亡

くなった子どもの親が亡くなった子の開示請求を行う）ことは可能なのか。  

担当課  ①第三者聴取については、基本的には個人に聴取するものと法人に聴取するもの

の２つに大きく区分されるものと思われます。特に法人等に関する情報について

は、一見、開示情報と思われるものであっても、法人等にとっては実際には不利

益を生じさせるおそれがあるといった事例も想定されますので、そのような場合

に第三者に聴取を行うことができる規定です。  

第１項と第２項の規定の違いについて、第２項においては、第９条の裁量的開示

又は個人情報等であっても、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公

にすることが必要であると認められる情報を開示しようとする場合にはこの第三

者聴取を必須とする規定ぶりとするものです。  

②いわゆる「死者に関する情報」について、基本的には生存する個人に関する情

報が開示の対象であるが、例えば相続に関する情報等で「死者に関する情報」で

あっても、請求者本人の情報である場合には開示が可能であるといった国の見解

が示されています。また、国からは、死者に関する情報を法施行条例に規定する

ことは望ましくないとの見解であることから、法に規定する開示請求の規定によ

り開示できない事例については、県や他市町村の動向等に注視し、検討していき

たいと考えています。  
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７ 会議資料  

（１）基礎資料  

  基礎資料１  滝沢市行政情報公開条例（平成９年滝沢村条例第８号）  

  基礎資料２  滝沢市個人情報保護条例（平成９年滝沢村条例第９号）  

  基礎資料３  市長が保有する個人情報の保護に関する実施要綱（平成１０年滝沢村

告示第５０号）  

（２）令和４年８月１９日付け滝総第０８１９００８号  

  諮問第１号  個人情報取扱事務の委託について（健康福祉部健康づくり政策課）  

  諮問第２号  個人情報取扱事務の委託の内容の変更及びオンライン結合による個人

情報の提供について（経済産業部観光物産課）  

（３）令和４年８月２３日付け滝総第０８２２００７号  

  諮問第１号  滝沢市行政情報公開条例の全部改正案について（企画総務部総務課）  

（４）その他資料  

 ・国資料 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律第５１条関係

改正後（令和３年７月１日掲載）  

 ・国資料 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律案の概要  

 ・国資料 公的部門（国の行政機関等・地方公共団体等）における個人情報保護の規律

の考え方（令和３年個人情報保護法改正関係）（令和３年６月  個人情報保

護委員会）  





 

 

諮問第１号 

 

個人情報取扱事務の委託について  

 

次のとおり個人情報取扱事務を委託することについて、滝沢市個人情報保護条例（平成

９年滝沢村条例第９号）第１１条第１項の規定により滝沢市行政情報公開・個人情報保護

運営審議会の意見を求める。  

 

令和４年８月１９日提出 

 

滝沢市長 主濱 了 

 

１ 個人情報取扱事務の名称及び内容  

（１）名称  

滝沢市健幸運動教室事業 

（２）内容  

健康寿命の延伸及び健康二次被害の予防につなげるため、栄養面及び運動面からの

健康に関する講演会を行い、健康づくりを行うためのきっかけづくり、継続性の動機

付け、効果的な健康づくりの実施及び健康のための行動変容を促す取組を実施するも

の。 

 

２ 所管課 

健康福祉部健康づくり政策課  

 

３ 委託先 

  株式会社ぴーぷる盛岡事業所 

 

４ 委託の内容 

（１）委託する内容  

  ア 市は、この事業への参加希望者からの申込みにより提供された個人情報を委託先に

提供する。  

  イ 委託先は、提供された個人情報を基に料金徴収、領収書発行、参加者への参加特典

の管理等の参加者管理を行う。   

（２）委託に含まれる個人情報  

   整理番号、氏名、住所、生年月日・年齢、性別及び電話番号  

（３）市長が保有する個人情報の保護に関する実施要綱（平成１０年滝沢村告示第５０号）

別表第８の該当有り（福祉・保健サービス業務委託）   

 

５ 委託の条件  

令和４年６月３０日から令和４年１１月３０日までの間の予定で委託を実施中であり  

1



 

 

、現時点での個人情報を取り扱う事務の委託は行っていないが、本審議会にて承認され

た場合には、市長が保有する個人情報の保護に関する実施要綱別表第９の規定に基づく

仕様書を作成し、速やかに変更契約を締結する。  

 

６ 委託の開始時期等  

  審議会において承認された場合、その後速やかに実施する。  

2



H28.1改正様式
様式（規則第４条関係）（第１面）

名　　　称

目　　　的

根拠法令等

開始年月日 □ ■ 年 月 日

の個人情報

■ □ □

■ □ □

■ □ □

■ □ □

■ □ □

■ □ □

□ □ □ 〔〔〕 〕

□ □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ ■ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

 個人番号(マイナンバー)利用の有無 □ 有 ■ 無

〔根拠法令等：番号利用法別表第１ 第 項　又は 独自利用条例 第 条〕

□ 〔 〕

□ 〔 〕

□ 〕

□ 〕

□ 〕

□ 審議会承認〔 第 号 〕

■ □

□ 〕

□ 〕

□ 〕

第 号 〕

□ 〕

□ 〕

□ 第 号 〕

〕

第 号 〕

有 第 号 〕 □ 無

第 号 〕
■ 無

犯罪歴〔

法令等〔

〔審議会承認

〔審議会承認

電子計算機処理の有無

□ 有
システム名称
等

エ 身体、健康状態等心身
に関する情報

オ　生活状況に関する情報 カ 知識、技術及び能力に関
する情報

健康状況 家庭状況 各種試験成績

〔省略の場合：審議会承認

〔本人への通知：

無

社会的差別の原因となる社会的身分〔

取り扱
う理由

個人情報の収集先及び収
集の方法

　本人 本人以外

本人以外から収集する場合の条例該当条項、具体的方法等

条例第７条第３項第１号（法令等）〔

条例第７条第３項第２号（本人同意）〔

条例第７条第３項第６号（審議会承認）〔

個人情報記録から検索し得
る個人の類型(収集対象者)

個人情報を取り扱う目的 健幸運動教室事業の参加者管理を行うため

性別

納税額等状況

生年月日・年齢 学歴 取引状況

親族関係

婚姻暦

国籍・本籍 賞罰

続柄

事業参加者

身体状況 メールアドレス

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

個人情報
取扱事務

滝沢市健幸運動教室事業
健康寿命の延伸及び健康二次被害の予防につなげるため、栄養面及び運動面からの健康に関する
講演会を行い、健康づくりを行うためのきっかけづくり、継続性の動機付け、効果的な健康づく
りの実施及び健康のための行動変容を促す取組を実施するもの。

昭和 令和 4 6 22

資格 公的扶助

電話番号 団体加入 負債状況

住所 職歴

病歴 居住状況 勤務成績

障害 趣味・嗜好 学業成績

思想、信条等に関する個
人情報の取扱い

□ 有

思想、信条及び宗教

人種及び民族

個人情報の項目名

ア　戸籍、住民記録に関す
る情報

イ　学歴・職業等経歴、社
会活動に関する情報

ウ　財産、所得等経済状況に
関する情報

整理番号(ｼｽﾃﾑで使用するもの) 職業・勤務先 収入

氏名 役職・地位 財産状況

個人番号(マイナンバー)
等の取扱い

■

条例第７条第３項第３号（緊急）〔本人への通知：

条例第７条第３項第５号（他の実施機関からの提供）〔

条例第７条第３項第４号（客観的事実）〔

〔省略の場合：審議会承認

オンライン結合
による提供の有
無
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H28.1改正様式

□ 目的外利用有 ■ 所管課等のみでの利用（目的外利用無）　　

目的外利用有の場合の条例該当条項、利用する所管課等

□ 条例第８条第１項第１号（法令等）

〔法令名： 〕

　利用先：

□ 条例第８条第１項第２号（本人同意）

　利用先：

□ 条例第８条第１項第３号（緊急）

　利用先：

〕

第 号 〕

□ 条例第８条第１項第４号（審議会承認） 第 号 〕

　利用先：

〕

第 号 〕

□ 外部提供有 ■ 外部提供無

外部提供有の場合の該当条項、提供先、提供する個人情報項目名等

□ 条例第８条第１項第１号（法令等）

〔法令名： 〕

　提供先：

　項目名：

□ 条例第８条第１項第２号（本人同意）

　提供先：

　項目名：

□ 条例第８条第１項第３号（緊急）

　提供先：

　項目名：

〕

第 号 〕

□ 第 号 〕

　提供先：

　項目名：

〕

第 号 〕

■ 委託有〔審議会承認 第 号 〕 □ 委託無

　　　〔審議会承認 第 号 〕

□ ■ 年 □

〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

〔本人への通知：

個人情報取扱事務の委託

条例第８条第１項第４号（審議会承認）

公文書の保管期間

（第２面）

個人情報を利用する範囲
（目的外利用の有無）

〔省略の場合：審議会承認

個人情報を提供する範囲
（外部提供の有無）

〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

長期

縦覧開始日

個人情報保護管理責任者 健康づくり政策課長

所管課等

登録番号

登録年月日 令和4年6月6日

審議会報告事務移管日

移管前の課等

健康づくり政策課

5 随時廃棄
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H28.1改正様式

№

■ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

帳票・文書 図面 写真

フィルム

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

図面 写真

フィルム

文　　書　　等　　の　　名　　称 記　　録　　形　　態

所管課等 健康づくり政策課
登録番号

（第３面）

個 人 情 報 取 扱 事 務 の 文 書 目 録

事務の名称 滝沢市健幸運動教室事業

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書

磁気ディスク・テープ等

磁気ディスク・テープ等

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

帳票・文書 図面 写真

フィルム

1 健幸運動教室事業管理関係書類

帳票・文書 図面 写真

フィルム
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滝沢市

滝沢市健幸運動教室事業フロー 資料１

健康づくり政策課
報告書

講座の開催に関する実施
報告書及び料金徴収額管
理報告書の提出

事業参加者から提供を受ける個人情報

整理番号、氏名、住所、生年月日・年齢、
性別・電話番号

委託先業者

③
健
康
に
関
す
る
講
座

の
実
施

①
参
加
申
込
み

事業参加者

個人情報
整理番号、氏名、住所、生年月日・年齢、性別、電話番号

④
実
施
報
告
書
及
び

料
金
徴
収
額
管
理
報
告
書

講座の実施
・健康に関する講座の実施

②
個
人
情
報
の
提
供

参加者管理
・参加者から料金徴収・領収・参
加特典管理等の参加者管理
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諮問第２号 

 

   個人情報取扱事務の委託の内容の変更及びオンライン結合による個人情報の提  

供について  

 

次のとおり個人情報取扱事務を委託の内容を変更すること及びオンライン結合により個

人情報を提供することについて、滝沢市個人情報保護条例（平成９年滝沢村条例第９号）

第９条第２項及び第１１条第１項の規定により滝沢市行政情報公開・個人情報保護運営審

議会の意見を求める。  

 

 令和４年８月１９日  

 

                              滝沢市長 主濱 了 

 

１ 個人情報取扱事務の名称及び内容  

（１）名称  

   地域資源振興事業 

（２）内容  

地方税法等の一部を改正する法律（平成２０年法律第２１号）の施行により、「地

方創生」の一環として、納税の地域間格差の是正を目的とした「ふるさと納税」制度

が平成２０年から開始された。ふるさと納税制度を推進することで、特産品の普及及

び地域資源の掘り起こし並びに寄附の拡大を図るものである。  

現在の「ふるさと納税」制度は、納税している国民が、出身地の自治体や応援した

い自治体に寄附を行うことにより、翌年の個人住民税所得割の約２割を上限とする金

額が所得税と合わせて控除される制度となっている。  

 

２ 所管課 

  経済産業部 観光物産課  

 

３ 個人情報取扱事務の委託に係る内容の変更について  

（１）変更の理由  

ア ふるさと納税寄附者の利便性の向上を図り、制度の推進に資することを目的とし

て、オンライン申請によるワンストップ特例申請サービスの機能を追加すること

に伴い、委託の内容の変更及び委託に含まれる個人情報の変更を行うもの。 

イ 委託先の名称変更及びアの委託内容の変更に伴う委託先の追加を行うもの。  

（２）変更内容  

  ア 委託内容及び委託に含まれる個人情報の変更 

    ワンストップ特例申請対応業務について、令和２年３月１０日答申第６号にて承  

認された業務内容及び委託に含まれる個人情報に変更を加えるもの。 

 変更前 変更後  

1



委託の内容   ワンストップ特例申請対応

業務 

 オンライン上でワンストッ

プ特例申請に係るふるさと

納税を行った者からの申請

の受付、マイナンバーカー

ドの電子証明書による本人

確認、申請に伴うシステム

の管理・運用保守及び当該

申請者等の情報を市に報告

する業務 

ワンストップ特例対応業務  ワンストップ特例申告対応

業務 

ワンストップ特例制度に対

応するため、ふるさと納税

制度に申込をした者の個人

情報及び個人番号を整備し

、市に納品する業務  

ワンストップ特例制度に対

応するため、ふるさと納税

制度に申込をした者の個人

情報及び個人番号を整備し

、市に納品する業務  

ふるさと納税管理システム  ふるさと納税管理システム

（ふるさと納税ＤＯ）の管

理・運用保守業務 

 ふるさと納税に係る申込者

及び寄附者（当該委託先に

おいて運営するサイト以外

から申込及び寄附を行った

者を含む）に関する情報並

びにワンストップ特例申請

による申請者に関する情報

の専用システムによる一元

的な管理、オンライン上で

の寄附者への情報提供及び

当該専用システムの運用保

守を行う業務 

委託に含まれる個人情報の

うち委託先が収集する個人

情報 

氏名、住所、生年月日、年

齢、性別、電話番号、メー

ルアドレス、寄附金額、希

望する返礼品及び個人番号  

氏名、住所、生年月日、年

齢、性別、電話番号、メー

ルアドレス、寄附金額、希

望する返礼品、個人番号及

び電子証明書情報 

市長が保有する個人情報の

保護に関する実施要綱（平

成１０年滝沢村告示第５０

号）別表第８の該当  

有り（祝い品、見舞い品等

の配送委託、電子計算機操

作業務委託及び収納金の集

計に係る電算処理委託） 

同左 

  イ 委託先の変更  

委託の内容  変更前 変更後  

 平成３１年２月４日答申第

５号、令和２年３月１０日

答申第６号及び令和３年１

０月６日答申第２号  

 

申込受付業務※１  株式会社トラストバンク  

楽天株式会社   

株式会社アイモバイル   

株式会社さとふる   
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収納代行業務※２  株式会社トラストバンク  

楽天グループ株式会社（旧

楽天株式会社）  

 

株式会社アイモバイル   

株式会社さとふる   

返礼品の発送業務※３ 滝沢市観光協会 一般社団法人滝沢市観光物

産協会 

株式会社トラストバンク 株式会社トラストバンク  

株式会社さとふる  株式会社さとふる  

その他市内返礼品取扱業者  その他市内返礼品取扱業者  

代理受領証明書発行業務※

４ 

株式会社トラストバンク 株式会社トラストバンク 

ワンストップ特例申請対応

業務 

 株式会社さとふる 

株式会社シフトセブンコン

サルタント 

ワンストップ特例申告対応

業務 

株式会社トラストバンク 株式会社トラストバンク  

ふるさと納税管理システム

（ふるさと納税ＤＯ）の管

理・運用保守業務  

株式会社トラストバンク 株式会社トラストバンク 

 

※１ ふるさと納税をしようとする者が、インターネット上で申込を行う場合の申込

受付業務  

※２ ふるさと納税をしようとする者が、インターネット上で申込を行った場合の寄

附額情報の照合及び寄附額の収納業務  

※３ ふるさと納税に係る返礼品の発送業務  

※４ ふるさと納税に係る代理受領証明書発行業務  

（３）委託の条件  

   市長が保有する個人情報の保護に関する実施要綱（平成１０年滝沢村告示第５０号

）別表第９の規定に従い、委託に係る契約内容の変更を行う。  

（４）委託の開始時期  

ア 株式会社さとふる  

    令和４年１０月初旬開始（予定）  

  イ 株式会社シフトセブンコンサルティング  

    令和４年１１月以降開始（予定）  

     

４ オンライン結合による個人情報について  

（１）オンライン結合により提供する個人情報 

   氏名、住所、生年月日、年齢、電話番号、寄附額及び寄附状況 

（２）提供先 

   ふるさと納税の申込、寄附及びワンストップ特例申請を行った本人（以下、「寄附

者等」という。）  

（３）提供先での利用目的  

   寄附者等が自身のふるさと納税の受付、配送及びワンストップ特例申請状況並びに

寄附金の控除先の確認を行うもの。  

（４）オンライン結合による提供の方法 

  ア ふるさと納税を行おうとする者が、申込受付業務及び収納代行業務受託事業者（
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以下、「受付・収納代行業務受託者」という。）が運営するオンライン上の各申

込サイトにおいて、ふるさと納税の申込を行う。  

  イ 受付・収納代行業務受託者はふるさと納税の申込及び寄附を行った者に関する情

報を市に報告し、市は当該情報をふるさと納税管理システム（以下「ふるさと納

税ＤＯ」という。）に入力する。  

  ウ 市が返礼品の発送業務を委託する事業者及び代理受領書発行業務を委託する事業

者においては、ふるさと納税ＤＯにアクセスし、当該システムに格納されている

ふるさと納税を行った者（以下「寄附者」という。）に関する情報の提供を受け

、当該情報に基づき寄附者へ返礼品の発送又は受領書を発送する。（※当該オン

ライン結合による個人情報の提供ついては令和２年３月１０日答申第６号にて承

認済） 

  エ 寄附者等のうち、ワンストップ特例申請を行う者（以下「申請者」という。）は

次のいずれかに掲げる申請方法によりワンストップ特例申請を行う。 

  （ア）受付・収納代行業務受託者の運営するサイトを通じて提出された申請者情報に

基づき、市に直接、本人確認書類等を提出する場合（オンライン申請による申

請を行わない場合）  

受付・収納代行業務受託者は、申請者から提供された申請者情報を市に提出

する。市はふるさと納税ＤＯに入力し、格納した寄附者に関する情報に基づき

、申請者に申請書を発行する。申請者は申請書及び個人番号並びに本人確認書

類等を市に報告する。市は申請書に基づき、結果に基づいて申請完了通知を申

請者に送付する。 

  （イ）申請者が株式会社さとふるの運営するサイトを通じてオンラインで申請を行う

場合 

     株式会社さとふるは、自社が運営するサイトを通じて申請のあった申請者につ

いて、マイナンバーカードを利用して本人確認を行い、当該申請者情報をＣＳ

Ｖに出力し、市に報告する。市は提供された当該申請者情報をふるさと納税Ｄ

Ｏに入力し、申請者に対して申請完了通知を送付する。 

  （ウ）受付・収納代行業務受託者の運営するサイトを通じてオンラインで申請を行う

場合 

     株式会社シフトセブンコンサルタントは、受付・収納代行業務受託者運営する

サイトを通じて申請のあった申請者について、マイナンバーカードを利用して

本人確認を行い、当該申請者情報をふるさと納税ＤＯに入力し、市はふるさと

納税ＤＯに格納された当該申請者情報の提供を受け、申請者に対して申請完了

通知を送付する。  

  オ 寄附者はふるさと納税ＤＯのうち、インターネット領域に構築された寄附者用の

閲覧ページである「自治体総合マイページ」にアクセスし、各種寄附状況の確

認を行うことができる。  

（５）オンライン結合により提供する理由  

  ア 公益上の必要性 

    ワンストップ特例申請を利用する場合はふるさと納税を行った次の年の１月１０
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日までに申請書及び添付書類を送付する必要がある。インターネット上でワンス

トップ特例申請を行うと、ワンストップ特例申請を行おうとする者の市への書類

提出等の負担が軽減され、寄附者の利便性の向上が図られる。 

    また、寄附者のふるさと納税の手続の利便性が向上することにより、ふるさと納

税制度のより一層の推進が期待される他、マイナンバーカードを利用した手続に

より業務の正確性の向上及び業務の効率化が図られる。  

  イ 個人の権利利益を侵害するおそれの有無  

滝沢市個人情報保護条例（平成９年滝沢村条例第９号）に基づき個人情報を適

正に取り扱い、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編

）」（平成２６年個人情報保護委員会）に示される特定個人情報に関する安全管

理措置に基づき、当該システムの通信・データの暗号化、ユーザー認証の実施、

リクエストの認証及びＩＤによる個人番号データの識別等の必要なセキュリティ

対策が講じられる。  

 

５ オンライン結合による個人情報の提供の開始時期 

  令和４年１０月以降 
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H28.1改正様式
様式（規則第４条関係）（第１面）

名　　　称

目　　　的

根拠法令等

開始年月日 □ ■ 年 月 日

の個人情報

■ □ □

■ □ □

■ □ □

■ □ □

■ □ □

■ □ □

□ □ ■ 〔〔〕 〕

□ □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

■ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ ■ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

□ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕 □ 〔〔〕 〕

 個人番号(マイナンバー)利用の有無 ■ 有 □ 無

〔根拠法令等：番号利用法別表第１ 第 項　又は 独自利用条例 第 条〕

□ 〔 〕

□ 〔 〕

□ 〕

□ 〕

□ 〕

□ 審議会承認〔 第 号 〕

■ □

□ 〕

□ 〕

□ 〕

第 号 〕

□ 〕

□ 〕

□ 第 号 〕

〕

第 号 〕

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

個人情報取
扱事務

地域資源振興事業

特産品の普及及び地域資源の掘り起こし並びに寄附の拡大を図ること。

地方税法第３７条の２

昭和 平成 27 8 1

収入

氏名 役職・地位 財産状況

住所 職歴 納税額等状況

個人情報記録から検索し得る個
人の類型(収集対象者)

全国のふるさと納税希望者

個人情報を取り扱う目的 ふるさと納税の受入事務のため

個人情報の項目名

ア　戸籍、住民記録に関する情
報

イ　学歴・職業等経歴、社会活
動に関する情報

ウ　財産、所得等経済状況に関
する情報

整理番号(ｼｽﾃﾑで使用するもの) 職業・勤務先

電話番号 団体加入 負債状況

国籍・本籍 賞罰 寄附金額

生年月日・年齢 学歴 取引状況

性別 資格 公的扶助

婚姻暦

メールアドレス

続柄

親族関係

健康状況 家庭状況 各種試験成績

病歴 居住状況 勤務成績

エ 身体、健康状態等心身に関
する情報

オ　生活状況に関する情報 カ 知識、技術及び能力に関す
る情報

障害 趣味・嗜好 学業成績

身体状況 希望する返礼品

個人番号(マイナンバー)等の
取扱い

思想、信条等に関する個人情
報の取扱い

□ 有

思想、信条及び宗教

人種及び民族

犯罪歴〔

■ 無

社会的差別の原因となる社会的身分〔

取り扱
う理由

法令等〔

条例第７条第３項第４号（客観的事実）〔

条例第７条第３項第５号（他の実施機関からの提供）〔

個人情報の収集先及び収集の
方法

　本人 本人以外

本人以外から収集する場合の条例該当条項、具体的方法等

条例第７条第３項第１号（法令等）〔

条例第７条第３項第２号（本人同意）〔

条例第７条第３項第３号（緊急）〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

■ 有

条例第７条第３項第６号（審議会承認）〔

〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

□ 無〔審議会承認 第 6 号 令和2年3月10日 〕

電子計算機処理の有無

■ 有
システム名称
等

ふるさと納税Ｄｏ

□ 無
オンライン結合に
よる提供の有無
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H28.1改正様式
□ 目的外利用有 ■ 所管課等のみでの利用（目的外利用無）　　

目的外利用有の場合の条例該当条項、利用する所管課等

□ 条例第８条第１項第１号（法令等）

〔法令名： 〕

　利用先：

□ 条例第８条第１項第２号（本人同意）

　利用先：

□ 条例第８条第１項第３号（緊急）

　利用先：

〕

第 号 〕

□ 条例第８条第１項第４号（審議会承認） 第 号 〕

　利用先：

〕

第 号 〕

■ 外部提供有 □ 外部提供無

外部提供有の場合の該当条項、提供先、提供する個人情報項目名等

■ 条例第８条第１項第１号（法令等）

〔法令名： 〕

　提供先：

　項目名：

□ 条例第８条第１項第２号（本人同意）

　提供先：

　項目名：

□ 条例第８条第１項第３号（緊急）

　提供先：

　項目名：

〕

第 号 〕

■ 第 号 〕

　提供先：

　項目名：

〕

第 号 〕

■ 委託有〔審議会承認 第 号 〕 □ 委託無

　　　〔審議会承認 第 号 〕

　　　〔審議会承認 第 号 〕

■ □ 年 □

電話　　019（656）6563　　　内線4113

（第２面）

個人情報を利用する範囲
（目的外利用の有無）

〔本人への通知：

個人情報を提供する範囲
（外部提供の有無）

地方税法附則第７条

寄附者在住自治体税務部署

氏名、住所、性別、生年月日・年齢、電話番号、寄附金額及び個人番号

〔省略の場合：審議会承認

〔本人への通知：

〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

一般社団法人　滝沢市観光物産協会

氏名、住所、電話番号、メールアドレス、寄附金額及び希望返礼品

〔本人への通知：

〔省略の場合：審議会承認

〔省略の場合：審議会承認

条例第８条第１項第４号（審議会承認） 5 平成31年2月4日

公文書の保管期間 長期 随時廃棄

個人情報保護管理責任者 経済産業部観光物産課長

個人情報取扱事務の委託

5 平成31年2月4日

6 令和2年3月10日

2 令和3年10月6日

移管前の課等 企画総務部財務課 縦覧開始日 平成31年2月4日

所管課等

経済産業部観光物産課 登録番号 386

登録年月日 平成31年2月4日

事務移管日 令和2年4月1日 審議会報告
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H28.1改正様式

№

□ □ □

■

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ ■ 〔 〕

■ □ □

□

□ □ 〔 〕

■ □ □

■

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

□ □ □

□

□ □ 〔 〕

事務の名称 地域資源振興事業

所管課等 経済産業部観光物産課
登録番号

386

（第３面）

個 人 情 報 取 扱 事 務 の 文 書 目 録

2 ふるさと納税Ｄｏ寄附管理システム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム 電子計算組織

文　　書　　等　　の　　名　　称 記　　録　　形　　態

1 ふるさと納税管理用エクセルファイル

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

4 寄附金税額控除に係る申告特例通知

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

3 ワンストップ特例申請書

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム

帳票・文書 図面 写真

磁気ディスク・テープ等

フィルム
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🍎
ふ
る
さ
と
納
税
と
は
🍎

全
国
の
応
援
し
た
い
地
域
に
寄
附
が
で
き
る
仕
組
み

・
寄
附
金
の
使
い
道
が
選
べ
て
そ
の
地
域
に
貢
献
が
で
き
る

・
寄
附
の
返
礼
品
と
し
て
地
域
の
特
産
品
な
ど
が
も
ら
え
る

・
税
の
控
除
が
受
け
ら
れ
る

↓ 税
の
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
確
定
申
告
が
必
要

↓ た
だ
し

①
ふ
る
さ
と
納
税
以
外
の
確
定
申
告
が
不
要
な
給
与
所
得
者

②
1年

間
（
1月

～
12
月
）
で
ふ
る
さ
と
納
税
の
寄
附
先
が

5自
治
体
以
内

上
記
2つ

の
条
件
を
満
た
せ
ば
、
確
定
申
告
が
不
要

=ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
の
利
用
が
可
能

9



🍉
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
と
は
🍉

ふ
る
さ
と
納
税
を
行
っ
た
も
の
が
、
条
件
を
満
た
し
た
場
合
、

確
定
申
告
を
行
わ
ず
に
税
の
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
へ
の
申
請

🍉
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
利
用
の
流
れ
🍉

①
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う

②
寄
附
し
た
自
治
体
か
ら
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
書
が
届
く

③
必
要
書
類
を
添
付
し
、
寄
附
翌
年
の
1
月

1
0
日
ま
で
に
寄
附
し
た

自
治
体
へ
郵
送
す
る

④
寄
附
翌
年
の
6
月
ご
ろ
、
住
民
税
の
控
除
通
知
が
来
る

10



🍉
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
の
問
題
点
🍉

①
申
請
書
の
記
入
・
確
認
書
類
の
提
出
等
、
不
備
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る

②
書
類
の
コ
ピ
ー
・
投
函
等
の
手
間
が
発
生
す
る

③
郵
送
に
か
か
る
切
手
代
、
書
類
の
コ
ピ
ー
代
等
金
銭
的
負
担
が
発
生
す
る

④
年
末
の
寄
附
で
あ
る
と
、
書
類
の
送
付
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
タ
イ
ト
に
な
る

🍉
オ
ン
ラ
イ
ン
で
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
が
可
能
に
な
る
と
…
🍉

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
読
み
取
り
、
申
請
す
る
た
め
不
備
が
発
生
し
な
い

②
書
類
の
コ
ピ
ー
・
投
函
の
手
間
が
な
く
、
自
宅
で
で
き
る

③
郵
送
に
か
か
る
切
手
代
、
書
類
の
コ
ピ
ー
代
等
金
銭
的
負
担
が
発
生
し
な
い

④
年
末
の
寄
附
で
あ
っ
て
も
寄
附
直
後
に
申
請
で
き
る

⇒
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
が
簡
単
に
な
る
こ
と
で
寄
附
し
や
す
い
環
境
と
な
る

11



滝
沢
市

各
サ
イ
ト

サ
イ
ト

運
営
業
者

ふ
る
さ
と
納
税
の
流
れ

寄
附
者

返
礼
品
提
供

事
業
者

寄
附
情
報

寄 附 情 報 の 共 有

申
込
受
付

中
間
事
業
者

お
金
の
流
れ

寄
附
金

返
礼
品
の
発
注

返
礼
品
代

返 礼 品 代 ・ 委 託 料

返
礼
品
送
付

配
送
業
者

利
用
料
・
決
済
手
数
料

事
務
の
流
れ

寄
附
金

寄
附
申
込

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
完
了
通
知
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滝
沢
市

寄
附
情
報

滝
沢
市
ふ
る
さ
と
納
税
オ
ン
ラ
イ
ン
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
フ
ロ
ー

（
１
）
株
式
会
社
さ
と
ふ
る

寄
附
者

e-
N
IN
SH

O
サ
ー
バ

●
LG

W
A
N

オ
ン
ラ
イ
ン

申
請
管
理

シ
ス
テ
ム

●
LG

W
A
N

ふ
る
さ
と

納
税
d
o

（
申
請
管
理

シ
ス
テ
ム
）

①
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特

例
申
請
デ
ー
タ
登
録

③
申
請
情
報
・

個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル

作
成

④
変
換
・
取
り
込
み

④
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特

例
申
請
完
了
通
知

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
A
P

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
J-
LI
S

②
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
読
み
取
り

電
子
署
名
の
実
施

⑤
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
完
了
通
知
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滝
沢
市

寄
附
情
報

滝
沢
市
ふ
る
さ
と
納
税
オ
ン
ラ
イ
ン
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
フ
ロ
ー

（
２
）
株
式
会
社
シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

寄
附
者

ふ
る
さ
と
納

税
自
治
体
マ

イ
ペ
ー
ジ

●
LG

W
A
N

ふ
る
さ
と

納
税
d
o

（
申
請
管
理

シ
ス
テ
ム
）

①
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特

例
申
請
デ
ー
タ
登
録

③
申
請
デ
ー
タ
、

電
子
証
明
転
送

④
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
完
了
通
知

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
A
P

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
J-
LI
S

②
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
読
み
取
り

電
子
署
名
の
実
施

14



２
０
２
２
年
度
 ふ
る
さ
と
納
税
do
 並
び
に
オ
プ
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
の
ご
案
内
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Co
py
rig
ht
 ©
 S
hi
ft
 - 
Se
ve
n 
Co
ns
ul
tin
g 
In
c.
 A
ll 
rig
ht
s 
re
se
rv
ed
.

ふ
る
さ
と
納
税
do

2

ふ
る
さ
と
納
税
do
の
コ
ン
セ
プ
ト
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
関
連
業
務
の
自
動
化
！
 

全
寄
附
申
込
み
サ
イ
ト
の
寄
附
情
報
・
配
送
情
報
を
一
元
管
理
す
る
こ
と
で
、
 

自
動
化
を
行
い
、
業
務
効
率
を
上
げ
る
シ
ス
テ
ム
を
目
指
し
ま
す
。

機
能
一
覧

寄
附
管
理

問
合
せ
管
理

控
除
管
理

配
送
管
理

そ
の
他

・
寄
附
者
管
理
機
能
 

・
寄
附
情
報
管
理
機
能
 

・
受
付
済
証
印
刷
 

・
受
領
証
明
書
印
刷
 

・
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
証
明
書
印
刷

・
問
合
せ
登
録
 

・
問
合
せ
検
索
 

・
問
合
せ
履
歴
確
認
 

・
住
所
変
更
対
応
 

・
お
届
希
望
日
変
更
対
応
 

・
商
品
変
更
対
応
 

・
ス
テ
ー
タ
ス
管
理
 

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
登
録
 

・
複
数
入
力
ア
ラ
ー
ト
 

・
不
備
避
け
 / 
名
寄
せ
機
能
 

・
不
備
ス
テ
ー
タ
ス
管
理
機
能
 

・
控
除
申
告
書
印
刷
 

・
eL
TA
Xデ
ー
タ
出
力

・
出
荷
依
頼
一
覧
表
示
 

・
出
荷
依
頼
/配
送
管
理
 

・
出
荷
完
了
登
録
 

・
お
届
け
予
定
日
自
動
セ
ッ
ト
 

・
配
送
予
定
メ
ー
ル
自
動
配
信
 

・
事
業
者
/返
礼
品
マ
ス
タ
管
理
 

・
返
礼
品
情
報
連
携
機
能
 

・
在
庫
数
ア
ラ
ー
ト

・
メ
ー
ル
/S
M
S通
知
機
能
 

・
タ
ス
ク
管
理
 

・
レ
ポ
ー
ト
機
能
 

・
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド
機
能
 

・
一
括
印
刷
機
能
 

・
CS
Vデ
ー
タ
出
力
機
能
 

・
事
業
者
請
求
機
能

ふ
る
さ
と
納
税
do
は
自
治
体
シ
ス
テ
ム
強
靭
化
に
お
け
る
「
三
層
分
離
」
に
対
応
し
て
い
ま
す
 

*三
層
分
離
・
・
・
業
務
に
利
用
す
る
デ
ー
タ
保
管
や
シ
ス
テ
ム
構
築
さ
れ
て
い
る
領
域
と
、
外
部
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
接
続
や
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
部
分
を
分
離
す
る
こ
と
で
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
高
め
る
仕
組
み
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Co
py
rig
ht
 ©
 S
hi
ft
 - 
Se
ve
n 
Co
ns
ul
tin
g 
In
c.
 A
ll 
rig
ht
s 
re
se
rv
ed
.

ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
 -

3

ふ
る
さ
と
納
税
do

寄
附
者

返
礼
品
事
業
者

事
業
者
専
用
ペ
ー
ジ

マ
イ
ペ
ー
ジ

LG
W
AN
領
域
（
S2
）

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
 

ク
ラ
ウ
ド
領
域
（
S1
）

非
公
開
系

公
開
系

配
送
管
理

控
除
管
理

寄
附
管
理

問
合
管
理

配
送
管
理

そ
の
他

寄
附
確
認

問
合
せ

自
治
体

運
営
代
行
会
社
 

ス
タ
ッ
フ

IP
ア
ド
レ
ス
指
定
に
よ
る
 

閲
覧
許
可

LG
W
A
N
指
定

担
当
配
送
デ
ー
タ
 

の
み
閲
覧
可
能

個
人
認
証
に
よ
る
閲
覧

配
送
確
認

IP
ア
ド
レ
ス
指
定
に
よ
る
 

閲
覧
許
可

ふ
る
さ
と
納
税
do
は
下
記
の
通
り
用
途
に
応
じ
た
公
開
系
と
非
公
開
系
の
構
造
と
な
っ
て
お
り
、

そ
れ
ぞ
れ
に
応
じ
た
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
設
定
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

17



Co
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
オ
プ
シ
ョ
ン
 -

4

自
治
体
様
の
負
担
軽
減
、
寄
付
者
の
満
足
度
向
上
を
目
的
と
し
た
 

豊
富
な
オ
プ
シ
ョ
ン
を
ご
準
備
し
て
お
り
ま
す
。

問
合
せ
BP
O 

サ
ー
ビ
ス

寄
付
者
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
を
弊
社

で
受
け
付
け
る
サ
ー
ビ
ス
で
す
。
弊

社
独
自
の
ソ
フ
ト
フ
ォ
ン
を
使
用

し
、
 受
電
状
況
の
リ
ア
ル
タ
イ
ム
確

認
が
可
能
で
、
録
音
・
折
返
し
も
可

能
で
高
い
受
電
率
を
誇
り
ま
す
。

2

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
受
付
 

AI
-O
CR
シ
ス
テ
ム

寄
附
者
か
ら
の
申
請
書
類
を
ス
キ
ャ

ニ
 ン
グ
し
、
BP
Oで
活
用
し
て
い
る

AI
- O
CR
の
み
利
用
す
る
サ
ー
ビ
ス

で
す

6

自
治
体
統
合
 

マ
イ
ペ
ー
ジ

各
種
寄
附
状
況
の
確
認
や
、
変
更
登

録
が
可
能
な
寄
附
者
向
け
マ
イ
ペ
ー

ジ
で
す
。
オ
ン
ラ
イ
ン
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
申
請
も
こ
の
マ
イ
ペ
ー
ジ
で
行
え

ま
す
（
別
途
有
料
）

3

書
類
保
管
 

サ
ー
ビ
ス

書
類
を
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
に

て
 保
管
。
廃
棄
/返
却
に
も
対
応
し

て
い
 ま
す
。

7

自
治
体
 

特
設
サ
イ
ト

do
と
自
動
連
携
す
る
貴
庁
専
用
の

ふ
 る
さ
と
納
税
受
付
サ
イ
ト
を
構
築

で
き
 る
サ
ー
ビ
ス
で
す
。

4

ふ
る
さ
と
納
税
 

e-
Ta
x連
携
サ
ー
ビ
ス

e-
Ta
xに
お
け
る
、
ふ
る
さ
と
納
税

の
 寄
附
金
控
除
額
の
集
計
を
容
易
に

し
 ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
を
実
現
す
る

サ
ー
ビ
 ス
で
す
。

8

問
合
せ
自
動
 

受
付
シ
ス
テ
ム

寄
附
者
様
か
ら
の
電
話
問
合
せ
に
、
 

24
時
間
36
5日
で
稼
働
す
る
自
動
応

答
 シ
ス
テ
ム
で
す
。

1

ふ
る
さ
と
納
税
 

BP
Oサ
ー
ビ
ス

受
領
証
明
書
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例

申
請
書
の
作
成
・
封
入
・
発
送
か
ら
、

受
付
業
務
を
一
気
貫
通
で
行
う
こ
と

が
可
能
で
す
。

5
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
1.
 問
合
せ
自
動
受
付
シ
ス
テ
ム
 -

5

AI
を
駆
使
し
た
24
時
間
36
5日
対
応
の
 

自
動
問
い
合
わ
せ
シ
ス
テ
ム

寄
附
者
か
ら
の
問
合
せ
を
、
シ
ス
テ
ム
が
24
時
間
36
5日
自
動
応
答
い
た
し
ま
す
。
  

問
合
せ
の
多
い
受
領
証
明
書
再
発
行
や
各
種
状
況
案
内
な
ど
は
シ
ス
テ
ム
が
自
動
対
応
し
、
  

ふ
る
さ
と
納
税
do
や
受
領
証
BP
Oサ
ー
ビ
ス
に
自
動
連
携
い
た
し
ま
す
。

寄
附
者
様

担
当
者
様

AI

19
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
2.
 問
合
せ
BP
Oサ
ー
ビ
ス
①
 -

6

寄
付
者
様

問
合
せ
自
動
受
付
シ
ス
テ
ム

担
当
者
へ
お
繋
ぎ
致
し
ま
す
。

独
自
コ
ー
ル

シ
ス
テ
ム

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
シ
ス
テ
ム
で
事
前
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
最
小
化
  

丁
寧
な
寄
附
者
様
対
応
に
専
念
で
き
る
シ
ス
テ
ム
・
体
制
を
整
え
て
い
ま
す

受
電
率
10
0％
！
*

独
自
コ
ー
ル
シ
ス
テ
ム

弊
社
独
自
開
発
の
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
シ
ス
テ
ム
を
利
用
 

•自
治
体
毎
に
電
話
番
号
を
振
り
出
し
可
能
 

•C
TI
連
携
（
着
信
と
同
時
に
do
と
連
携
、
該
当
寄
付
者
が
自
動
表
示

さ
れ
る
）
に
よ
り
寄
付
者
を
お
ま
た
せ
し
な
い
仕
組
み
 

•リ
ア
ル
タ
イ
ム
モ
ニ
タ
に
よ
る
全
体
の
架
電
状
況
の
把
握
 

•着
信
履
歴
管
理
に
よ
る
受
電
で
き
な
か
っ
た
寄
付
者
へ
の
折
返
し
架

電
 

•通
話
録
音
管
理
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
の
防
止
の
活
用
 

な
ど
、
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
業
務
の
品
質
を
向
上
す
る
仕
組
み
を
取
り

入
れ
て
お
り
ま
す
。

委
託
範
囲
は
２
パ
タ
ー
ン

問
合
せ
の
委
託
範
囲
は
２
パ
タ
ー
ン
 

①
寄
附
金
受
領
/証
明
書
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
申
請
書
の
発
行
、
ワ
ン
ス

ト
ッ
プ
特
例
申
請
受
付
（
寄
附
額
0.
5%
）
 

②
寄
附
金
受
領
/証
明
書
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
申
請
書
の
発
行
、
ワ
ン
ス

ト
ッ
プ
特
例
申
請
受
付
、
返
礼
品
出
荷
・
配
送
（
寄
附
額
1.
0%
）
 

ふ
る
さ
と
納
税
業
務
を
委
託
し
て
い
る
ケ
ー
ス
に
お
い
て
も
、
①
の
パ

タ
ー
ン
で
、
庁
舎
へ
直
接
入
電
さ
れ
る
問
合
せ
に
つ
い
て
対
応
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

*取
れ
な
か
っ
た
電
話
の
折
り
返
し
対
応
含
む
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と
納
税
do
 - 
2.
 問
合
せ
BP
Oサ
ー
ビ
ス
②
 -

7
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
3.
 自
治
体
統
合
マ
イ
ペ
ー
ジ
 -

8

自
治
体
統
合
マ
イ
ペ
ー
ジ
 

完
全
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
申
請
も
可
能

「
自
治
体
統
合
マ
イ
ペ
ー
ジ
」
は
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
者
様
向
け
の
マ
イ
ペ
ー
ジ
。
 

返
礼
品
の
配
送
状
況
や
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請
の
受
付
状
況
な
ど
各
種
状
況
を
確
認
可
能
で
す
。
 

  ま
た
、
オ
ン
ラ
イ
ン
上
で
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
申
請
や
、
変
更
届
申
請
も
実
施
可
能
で
す
。
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ふ
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 - 
4.
 自
治
体
特
設
サ
イ
ト
 -

9
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
5.
 B
PO
サ
ー
ビ
ス
 -

10
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ふ
る
さ
と
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 - 
6.
 ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
受
付
AI
-O
CR
シ
ス
テ
ム
 -

11
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る
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7.
 書
類
保
管
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
8.
 ふ
る
さ
と
納
税
e-
Ta
x連
携
サ
ー
ビ
ス
①
 -

13
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
8.
 ふ
る
さ
と
納
税
e-
Ta
x連
携
サ
ー
ビ
ス
②
 -

14
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
8.
 ふ
る
さ
と
納
税
e-
Ta
x連
携
サ
ー
ビ
ス
③
 -

15
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ふ
る
さ
と
納
税
do
 - 
オ
プ
シ
ョ
ン
一
覧
 -

16

P5P6

P9 P1
0

P1
0

P1
1

P8
P1
2

P1
3
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ふ
る
さ
と
納
税
do
関
連
サ
ー
ビ
ス
価
格
表

17

サ
ー
ビ
ス
名

ご
料
金

サ
ー
ビ
ス
元

1.
問
合
せ
自
動
受
付
シ
ス
テ
ム

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
寄
附
額
に
よ
っ
て
変
動
し
ま
す
（
月
額
固
定
＋
通
話
料
）

2.
問
合
せ
BP
Oサ
ー
ビ
ス

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

費
用
①

　
寄
附
額
×
0.
5%
　
*控
除
に
関
す
る
の
問
合
せ
の
み
の
対
応

費
用
②

　
寄
附
額
×
1.
0%
　
*控
除
・
配
送
に
関
す
る
問
合
せ
の
対
応

3.
自
治
体
統
合
マ
イ
ペ
ー
ジ

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
1億
未
満
：
1万
円
　
/　
1億
円
以
上
3億
円
未
満
：
2万
円
　
/　
3億
以
上
：
3万
円

オ
ン
ラ
イ
ン
 

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
申
請

　
15
0円
 / 
件
　
*B
PO
サ
ー
ビ
ス
と
重
複
申
請
さ
れ
た
場
合
は
25
0円
 / 
円
と
な
り
ま
す

4.
自
治
体
特
設
サ
イ
ト

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
5万
円
 *ク
レ
ジ
ッ
ト
決
済
手
数
料
 寄
附
額
 ×
 1
.9
%

5.
ふ
る
さ
と
納
税
BP
Oサ
ー
ビ
ス

初
期
費
用

　
無
料

ト
ラ
ス
ト
バ
ン
ク

受
領
証
BP
O

　
80
円
 / 
件
　
*別
途
郵
送
費
が
か
か
り
ま
す
。

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
 

特
例
受
付
BP
O

　
25
0円
 / 
件
　
*別
途
郵
送
費
が
か
か
り
ま
す
。

6.
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
受
付
 

　
AI
－
OC
Rサ
ー
ビ
ス

初
期
費
用

　
15
万
（
専
用
ス
キ
ャ
ナ
ー
費
）

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
80
円
 / 
件

7.
書
類
保
管
サ
ー
ビ
ス

初
期
費
用

【
保
管
費
用
】
 

転
送
費
:1
,3
10
円
 / 
箱
　
　
入
庫
費
:6
5円
 / 
箱
　
　
　
　
 保
管
費
:2
00
円
 / 
箱
(月
間
)  

【
廃
棄
・
返
却
費
用
】
 

出
庫
費
:6
5円
 / 
箱
　
　
　
  廃
棄
費
:3
5円
 / 
kg
　
　
　
　
返
却
費
:実
費
  

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

8.
ふ
る
さ
と
納
税
 

　
e-
Ta
x連
携
サ
ー
ビ
ス

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
無
料
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自
治
体
DX
サ
ー
ビ
ス
 - 
LI
NE
管
理
ツ
ー
ル
 / 
do
-L
IN
E連
携
サ
ー
ビ
ス
 -

18

LI
N
Eを
活
用
し
た
「
自
治
体
」
か
ら
「
住
民
」
へ
の
通
知
を
サ
ポ
ー
ト

地
方
自
治
体
の
LI
NE
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト
活
用
を
支
援
す
る
ク
ラ
ウ
ド
型
の
サ
ー
ビ
ス
で
す
。

LI
NE
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト
の
標
準
機
能
だ
け
で
は
実
現
で
き
な
い
機
能
を
補
い
ま
す
。

LI
N
E 

公
式
ア
カ
ウ
ン
ト

LI
N
E公
式
ア
カ
ウ
ン
ト
へ
の
 

登
録
が
必
要
で
す
。

LI
N
E管
理
ツ
ー
ル

性
別
、
年
代
 

興
味
の
あ
る
情
報
な
ど

ア
ン
ケ
ー
ト

属
性
情
報
を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
管
理

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

連
 携

住
民

LI
N
Eの
標
準
機
能
で
は
不
可
能
な
、
属
性
に
応
じ
た
配
信
が
可
能
に
！

属
性
に
適
し
た
配
信
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自
治
体
DX
サ
ー
ビ
ス
 - 
LI
NE
管
理
ツ
ー
ル
 / 
do
-L
IN
E連
携
サ
ー
ビ
ス
 -

19

LI
N
Eを
活
用
し
た
「
自
治
体
」
か
ら
「
寄
付
者
」
へ
の
通
知
を
サ
ポ
ー
ト

寄
付
者
が
LI
NE
か
ら
寄
付
・
申
請
、
返
礼
品
の
状
況
を
確
認
は
も
ち
ろ
ん
、
 

do
か
ら
寄
付
者
に
向
け
て
の
効
果
的
な
発
信
も
で
き
る
た
め
、
 

リ
ピ
ー
タ
ー
獲
得
の
た
め
の
案
内
も
可
能
で
す
。

LI
N
E管
理
ツ
ー
ル
と
do
を
連
携
し
、
寄
付
者
の
利
便
性
を
向
上
さ
せ
ま
す
！

寄
付
者

自
治
体

• 寄
付
情
報
の
確
認
 

• 寄
付
金
受
領
証
の
発
送
状
況
確
認
 

• 寄
付
金
受
領
証
の
再
発
行
依
頼
 

• 返
礼
品
発
送
状
況
の
確
認
 

• 寄
付
者
通
知
 

• リ
ピ
ー
タ
ー
優
先
対
応
案
内

寄
付
者
が
LI
N
Eで
出
来
る
こ
と

※
現
在
開
発
中
の
た
め
一
部
変
更
と
な
る
可
能
性
が
ご
ざ
い
ま
す
。
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自
治
体
DX
サ
ー
ビ
ス
価
格
表

20

サ
ー
ビ
ス
名

ご
料
金

サ
ー
ビ
ス
元

1.
LI
NE
管
理
ツ
ー
ル

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
5万
円

2.
do
-L
IN
E連
携
サ
ー
ビ
ス

初
期
費
用

　
無
料

シ
フ
ト
セ
ブ
ン
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

月
額
費
用

　
5万
円
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ワ
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プ
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申
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サ

ー
ビ

ス
ご

提
案

資
料

1
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2

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
サ

ー
ビ

ス
と

は

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
サ

ー
ビ

ス
(以

降
本

サ
ー

ビ
ス

と
い

い
ま

す
)と

は
、

さ
と

ふ
る

経
由

の
寄

附
に

紐
づ

く
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
特

例
申

請
を

オ
ン

ラ
イ

ン
で

受
け

付
け

る
こ

と
の

で
き

る
サ

ー
ビ

ス
で

す
。

確
認

・
処

理
業

務
が

不
要

！
本

人
確

認
済

み
の

申
請

結
果

を
確

認
す

る
だ

け
！

結
果

は
C
S
V

デ
ー

タ
で

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

で
き

ま
す

。

特
例

申
請

書
と

本
人

確
認

書
類

の
チ

ェ
ッ

ク
が

大
変

！

●
こ

ん
な

お
悩

み
を

ま
る

ま
る

解
決

！

申
請

書
の

受
理

・
管

理
不

要
！

オ
ン

ラ
イ

ン
で

の
申

請
な

の
で

、
受

取
や

保
管

が
発

生
し

ま
せ

ん
。

大
量

な
申

請
書

が
届

い
て

保
管

・
管

理
が

大
変

！
場

所
を

と
る

！

郵
送

処
理

・
コ

ス
ト

削
減

！
オ

ン
ラ

イ
ン

申
請

で
書

類
は

ゼ
ロ

に
な

り
ま

す
。

受
理

通
知

は
メ

ー
ル

に
て

完
結

す
る

の
で

郵
送

不
要

で
す

。

不
要

書
類

の
返

却
や

受
理

通
知

の
郵

送
処

理
が

大
変

！

問
合

せ
削

減
！

寄
附

者
様

は
ア

プ
リ

や
マ

イ
ペ

ー
ジ

か
ら

申
請

完
了

を
確

認
で

き
、

問
い

合
わ

せ
を

減
ら

せ
ま

す
。

年
末

の
繁

忙
期

に
受

理
な

ど
の

確
認

の
問

合
せ

が
殺

到
し

て
大

変
！
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3

本
サ
ー
ビ
ス
導
入
の
メ
リ
ッ
ト

本
サ

ー
ビ

ス
を

導
入

す
る

こ
と

で
、

自
治

体
様

の
業

務
を

大
幅

に
削

減
。

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

処
理

で
発

生
す

る
処

理
が

完
了

し
た

状
態

で
お

渡
し

し
ま

す
！

寄 附 受 領 書 ・

ワ ン ス ト ッ プ 申 請 書 送 付

申 請 書 受 領 ・ 開 封

申 請 書 類 の 確 認

申 請 書 類 と 寄 附 デ ー タ の

紐 づ け

マ イ ナ ン バ ー 登 録 ・ 管 理

寄 附 者 様 へ の 受 付 通 知

本
サ

ー
ビ

ス
導

入
で

す
べ

て
完

了
自

治
体

様
の

対
応

不
要

名 寄 せ

ｅ Ｌ Ｔ Ａ Ｘ 提 出

業
務

工
数

削
減

問
合

せ
削

減
寄

附
者

様
利

便
性

向
上

コ
ス

ト
削

減
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4

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

価
格

の
ご

案
内

初
期

費
用
(税

抜
)

月
額

費
用
(税

抜
)

受
付

単
価
(税

抜
)

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
お

試
し

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

と
し

て
今

な
ら

無
料

で
ご

利
用

い
た

だ
け

ま
す

。

０
円

０
円
/年

０
円
/件

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

期
間

：
2
0
2
4
年

3
月

ま
で

【
0
円

】
で

提
供

※
2
0
2
4
年

4
月

以
降

は
未

定
と

な
り

ま
す

。
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5

本
サ

ー
ビ

ス
詳

細
に

つ
い

て

寄
附

者
様

は
、

寄
附

後
さ

と
ふ

る
ア

プ
リ

よ
り

申
請

を
行

え
ま

す
。

受
付

に
つ

い
て

、
自

治
体

様
の

対
応

は
不

要
で

す
。

申
請

の
オ

ン
ラ

イ
ン

受
付

本
サ

ー
ビ

ス
詳

細
に

つ
い

て
は

以
下

の
通

り
で

す
。

寄
附

者
様

へ
メ

ー
ル

お
よ

び
さ

と
ふ

る
ア

プ
リ

よ
り

申
請

済
み

の
旨

を
お

知
ら

せ
し

ま
す

。

寄
附

者
様

へ
結

果
通

知

さ
と

ふ
る

の
自

治
体

様
管

理
画

面
よ

り
寄

附
単

位
で

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
状

況
を

確
認

で
き

ま
す

。

提
出

状
況

管
理

さ
と

ふ
る

ア
プ

リ
に

関
す

る
寄

附
者

様
か

ら
の

お
問

い
合

わ
せ

に
つ

い
て

対
応

し
ま

す
。

問
い

合
わ

せ
対

応

「
特

定
個

人
情

報
」

に
関

し
て

は
「

特
定

個
人

情
報

の
適

正
な

取
り

扱
い

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
に

基
づ

き
セ

キ
ュ

ア
な

環
境

で
保

管
し

ま
す

。

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

取
得

管
理

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
結

果
を

日
次
/月

次
/年

次
単

位
で

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

い
た

だ
け

ま
す

。

管
理

シ
ス

テ
ム

の
提

供

☑
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6

お
礼
品
ペ
ー
ジ
内
で
の
訴
求
イ
メ
ー
ジ

本
サ

ー
ビ

ス
利

用
自

治
体

様
の

「
お

礼
品

詳
細

ペ
ー

ジ
」

に
て

訴
求

！
さ

ら
に

お
礼

品
の

「
検

索
条

件
」

に
て

、
本

サ
ー

ビ
ス

の
絞

り
込

み
が

可
能

に
な

り
ま

す
。

P
C

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
利
便
性

訴
求

▼
ラ
ベ
ル
イ
メ
ー
ジ
(注
)

注
…

「
申

請
対

象
」

「
申

請
対

象
外

」
は

イ
メ

ー
ジ

の
よ

う
に

ラ
ベ

リ
ン

グ
予

定
で

す
。
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7

寄
附

者
様

の
申

請
方

法

寄
附

者
様

は
、

さ
と

ふ
る

ア
プ

リ
の

イ
ン

ス
ト

ー
ル

さ
れ

た
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

(注
1
)と

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
が

あ
れ

ば
、
簡
単
２
S
T
E
P
で
申
請
完
了
！

１
寄

附
を

選
択

さ
と

ふ
る

ア
プ

リ
か

ら
オ

ン
ラ

イ
ン

申
請

す
る

寄
附

を
選

択

２
本

人
確

認

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
を

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
で

読
み

取
り

本
人

確
認

を
行

い
ま

す
(注
2
)

3
申

請
完

了

注
1
…
IC

カ
ー

ド
読

み
取

り
対

応
機

種
の

み
利

用
可

能
。

対
応

機
種

は
以

下
U
R
L参

照
。

h
tt
p
s:
//
fa
q
.m
y
n
a
.g
o
.jp
/f
a
q
/s
h
o
w
/2
5
8
7
?
si
te
_
d
o
m
a
in
=
d
e
fa
u
lt

注
2
…

券
面

事
項

入
力

補
助

用
及

び
署

名
用

電
子

証
明

書
用

の
暗

証
番

号
が

必
要

で
す

。

さ
と

ふ
る

ア
プ

リ
で

あ
れ

ば
、

寄
附

申
込

⇒
 ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
申

請
ま

で
を

ア
プ

リ
で

完
結

で
き

ま
す

！

煩
わ

し
い

申
請

書
の

処
理

も
な

く
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
特

例
申

請
が

完
了

※
同

一
自

治
体

へ
の

寄
附

で
あ

れ
ば

、

同
時

に
オ

ン
ラ

イ
ン

申
請

で
き

ま
す

※
寄

附
毎

の
申

請
ス

テ
ー

タ
ス

が
一

覧
で

確
認

で
き

ま
す
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8

自
治

体
様

の
処

理
方

法

自
治

体
様

は
専

用
画

面
「

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
管

理
シ

ス
テ

ム
(仮

)」
よ

り
、

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
結

果
を

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

い
た

だ
け

ま
す

。
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
い
た
だ
い
た
デ
ー
タ
は
、
お
使
い
の
管
理
シ
ス
テ
ム
に
取
り
込
み
可
能
で
す
。

２
管

理
シ

ス
テ

ム
へ

取
込

申
請

結
果
C
S
V

デ
ー

タ
は

、
お

使
い

の
シ

ス
テ

ム
へ

取
込

く
だ

さ
い

１
申

請
結

果
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド

申
請

結
果

を
「

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
管

理
シ

ス
テ

ム
(仮

) 
」

よ
り
C
S
V

形
式

で
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
で

き
ま

す

3
受

付
業

務
完

了

LG
W
A
N

対
応

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
で

処
理

も
ら

く
ら

く
！

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
登

録
情

報
で

の
申

請
な

の
で

不
備

も
あ

り
ま

せ
ん

！

受
理

通
知

や
チ

ェ
ッ

ク
が

不
要

な
の

で
、

処
理

業
務

が
大

幅
に

削
減
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5
月

6
月

7
月

８
月

９
月

1
0
月

1
W
2
W
3
W

４
W
1
W
2
W
3
W

４
W
1
W
2
W
3
W

４
W
1
W
2
W
3
W

４
W
1
W
2
W
3
W

４
W
1
W

事
前
申
し
込
み
※
1

契
約
関
連

説
明
会

サ
ー
ビ
ス
開
始
準
備

サ
ー
ビ
ス
ス
タ
ー
ト

9

事
前

登
録

か
ら

本
サ

ー
ビ

ス
提

供
ま

で
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

本
サ

ー
ビ

ス
の

リ
リ

ー
ス

は
＜

秋
頃

＞
を

予
定

し
て

お
り

ま
す

。
お

お
ま

か
な

事
前

登
録

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

イ
メ

ー
ジ

は
以

下
の

通
り

で
す

。
※

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

は
変

更
と

な
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

※
1

…
事

前
お

申
込

み
・

問
合

せ
用

の
フ

ォ
ー

ム
を

メ
ー

ル
に

て
送

付
い

た
し

ま
す

。
必

要
項

目
を

ご
記

載
の

上
送

信
く

だ
さ

い
。

お
申

込
み

の
自

治
体

様
に

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
シ

ー
ト

を
送

付
い

た
し

ま
す

の
で

、
ご

提
出

を
お

願
い

い
た

し
ま

す
。

シ
ス
テ
ム
ア
カ
ウ
ン
ト

発
行

雛
形
送
付
・

契
約
締
結

事
前
申
し
込
み
・問

合
せ

受
付
期
間

説
明
会
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＃
質

問
回

答

１
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
申

請
が

、
電

子
処

理
可

能
な

理
由

は
？

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
を

使
用

し
て

オ
ン

ラ
イ

ン
上

で
本

人
確

認
・

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

収
集

を
行

う
サ

ー
ビ

ス
「

e
-N

IN
S
H

O
」

を
採

用
す

る
こ

と
で

オ
ン

ラ
イ

ン
申

請
を

実
現

し
ま

し
た

。
「

e
-N

IN
S
H

O
」

は
公

的
個

人
認

証
サ

ー
ビ

ス
に

お
け

る
総

務
大

臣
認

定
事

業
者

の
株

式
会

社
野

村
総

合
研

究
所

が
提

供
す

る
サ

ー
ビ

ス
で

す
。

２
申

請
書

の
不

備
あ

っ
た

場
合

、
職

員
で

実
施

す
る

業
務

は
発

生
し

ま
す

か
？

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
で

申
請

す
る

た
め

、
住

民
票

の
登

録
住

所
、

氏
名

、
生

年
月

日
が

正
し

く
取

り
込

ま
れ

ま
す

。
そ

の
た

め
、

不
備

が
発

生
せ

ず
、

処
理

頂
く

業
務

は
ご

ざ
い

ま
せ

ん
。

３
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
電

子
申

請
を

し
た

あ
と

に
、

住
所

が
変

更
に

な
っ

た
場

合
は

ど
う

な
り

ま
す

か
？

寄
附

者
様

に
て

、
い

ず
れ

か
の

方
法

で
申

請
い

た
だ

き
ま

す
。

①
寄

附
者

様
に

て
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

の
住

所
を

更
新

後
、

さ
と

ふ
る

ア
プ

リ
よ

り
再

度
オ

ン
ラ

イ
ン

申
請

い
た

だ
く

。
②

従
来

通
り

、
紙

の
変

更
届

に
て

申
請

い
た

だ
く

。

４
本

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
す

る
に

は
、

さ
と

ふ
る

の
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
一

括
代

行
や

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

特
例

申
請

支
援

シ
ス

テ
ム

を
利

用
し

て
い

る
必

要
は

あ
り

ま
す

か
。

い
い

え
、

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

関
連

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
は

必
須

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

５
さ

と
ふ

る
以

外
の

寄
附

も
オ

ン
ラ

イ
ン

申
請

可
能

で
す

か
。

い
い

え
、

さ
と

ふ
る

経
由

の
寄

附
の

み
さ

と
ふ

る
ア

プ
リ

で
は

受
け

付
け

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。

６
お

ま
と

め
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
て

い
れ

ば
他

社
経

由
の

寄
附

に
つ

い
て

も
電

子
申

請
を

利
用

で
き

ま
す

か
。

い
い

え
、

さ
と

ふ
る

経
由

の
寄

附
の

み
さ

と
ふ

る
ア

プ
リ

で
は

受
け

付
け

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。

F
A
Q

10
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お
問
合
せ

11

お
問

い
合

わ
せ

は
担

当
営

業
ま

た
は

下
記

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス
ま

で
お

気
軽

に
お

問
合

せ
く

だ
さ

い
。

【
お

問
い

合
わ

せ
窓

口
】

メ
ー

ル
：

sa
le

s
-s

a
to

fu
ll@

sa
to

fu
ll.

c
o
.j
p
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諮問第１号  

  

滝沢市行政情報公開条例の全部改正案について  

滝沢市行政情報公開条例の全部を改正することについて、次のとおり滝沢市行政情報公

開・個人情報保護運営審議会の意見を求める。  

  

令和４年８月２３日提出  

  

滝沢市長 主濱 了  

  

滝沢市行政情報公開条例の全部改正案について  

（別紙）  

 

 

1



別紙１ 

 

滝沢市行政情報公開条例の全部を改正する条例案要綱（案） 

 

第１ 改正の趣旨 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３

７号）により個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）が改正された

ことにより滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定が予定されている。  

また、個人情報保護制度と情報公開制度は不可分一体的な制度であることから、滝

沢市個人情報の保護に関する法律の施行条例の制定及び設置された附属機関の在り方

等市の情報公開制度の見直しに伴い必要となる規定の整備をするため、滝沢市行政情

報公開条例の全部を改正するものである。  

 

第２ 改正内容 

１ 滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定に伴い必要となる規定の整備  

（１）開示請求書に不備があった場合に、その補正を求めることができることとするこ

と。（第６条第２項関係）  

（２）不開示情報が含まれている場合に、当該情報を公開しないことができる規定から

、当該情報を除き開示を義務付けることとし、原則開示であることを強調した規定

に改めること。（第７条関係）  

（３）開示請求に係る行政文書について、不開示情報を除き原則開示であることを義務

付ける規定としたことから、不開示情報であっても実施機関の裁量で開示すること

ができることを定めること。（第９条関係）  

（４）行政文書が存在しているか否かを答えるだけで不開示情報を開示することとなる

ときに、当該行政文書の存否を明らかにせず、当該開示請求を拒否することができ

ることとすること。（第１０条関係）  

（５）開示請求があった日に、その全部を開示する決定をし、同日に開示を行う場合で

あっても、書面による通知を必要とするよう改めること。（第１１条第１項関係）  

（６）開示決定等の期限について改めること。（第１２条及び第１３条関係）  

ア 提出された開示請求書に不備があり、その補正を求めた場合について、当該補

正に要した日数を標準処理期間には含めないこととすること。（第１２条第１項

関係）  

イ 開示決定等の期限を延長する場合において、延長することができる期間の上限

を３０日と定めること。（第１２条第２項関係）  

ウ 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量である場合は、開示請求があった日

から起算して４５日以内に相当の部分について開示決定等をし、残りの部分につ

いては相当の期間内に開示決定等をすれば足りることとし、かつ、実施機関は、

開示請求のあった日から起算して１５日以内に、開示請求者に対してその内容を

書面により通知することを義務付けること。（第２２条関係）  

（７）事案の移送について定めること。（第１４条関係）  

（８）第三者に対する意見書提出の機会の付与について改めること。（第１５条関係）  
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ア 開示請求のあった行政文書に第三者の情報が含まれる場合であって、当該第三

者に関する情報が一定の要件に該当する場合は、当該第三者に対し、その内容を

通知し、意見書を提出する機会を与えることを義務付けること。（第２項関係）  

イ 意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関する情報の開示に反

対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、当

該第三者に争訟の機会を確保するため、開示決定の日と開示を実施する日との間

に少なくとも２週間を置かなければならないこととすること。（第３項関係）  

（９）開示の実施について、開示決定を受けた者は、正当な理由がある場合を除き、当

該通知があった日から起算して３０日以内にその開示を受けなければならないこと

とすること。（第２５条第２項関係）  

（９）審査会に審査請求に係る諮問をした実施機関が、当該当該内容を審査請求人等に

通知することを義務付けること。（第２０条第３項関係）  

（１０）第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続について定めること。（

第２１条関係）  

開示決定等に係る審査請求の裁決により当該行政文書を開示する場合は、第１５

条第３項の規定を準用し、その決定（通知）をした日から開示の日までの間に少な

くとも２週間の期間を置くこととすること。  

２ 情報公開制度の見直しに関するもの  

（１）題名を改めること。（題名関係）  

（２）目的に市の市民に対する市政運営に関する説明責任がある旨を明示すること。（

第１条関係）  

（３）行政文書の定義を改めること。（第２条第２号関係）  

決裁、供覧その他これに準ずる手続が終了しているかどうかを要件としないこと

とし、対象となる文書の範囲を拡大すること。  

（４）開示請求をすることができる者の要件を撤廃し、何人も行政文書の開示を請求す

ることができることとすること。（第５条関係）  

（５）その他所要の規定の整備をすること。  

  

第３ 施行期日等 

１ 施行期日  

この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

２ 経過措置  

この条例による改正後の用語の意義及び開示請求の手続については、この条例の施

行の日以後にされた開示請求について適用し、同日前にされた開示請求については、

なお従前の例によることとすること。  

 ３ その他  

滝沢市情報公開・個人情報保護審査会条例（令和●年滝沢市条例第●号）の制定に

より、行政情報公開・個人情報保護不服審査会及び滝沢市行政情報公開・個人情報保

護運営審議会が統合されることに伴い、関係規定を削除すること。  
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滝沢市情報公開条例（案） 

滝沢市行政情報公開条例（平成９年滝沢村条例第８号）の全部を改正する。  

目次 

第１章 総則（第１条―第４条）  

第２章 行政文書の開示（第５条―第１８条）  

第３章 審査請求（第１９条―第２１条）  

第４章 雑則（第３６条―第４０条） 

附則 

第１章 総則 

（目的）  

第１条 この条例は、市が保有する行政文書の開示を求める市民の権利を明らかにすると

ともに、行政文書の開示等に関し必要な事項を定めることにより、公正で開かれた市政

の実現を図り、市民の市政参加を一層推進し、市政に関する市民への説明する責務を全

うすることにより市政に対する理解と信頼の確保及び合意の形成を促進し、もって地方

自治の本旨に即した市政の発展に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）実施機関 市長（上下水道事業管理者の権限を行う市長を含む。）、教育委員会、

議会、監査委員、農業委員会、選挙管理委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。  

（２）行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られた記録をいう。第１７条第１項及び第２項を除き、以下同じ。）であって、

当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもの

をいう。ただし、次に掲げるものを除く。  

ア 新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売すること又は閲覧に供することを

目的として発行されるもの  

イ 図書館等の施設において、歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料と

して特別の管理がなされているもの  

（この条例の解釈及び運用）  

第３条 実施機関は、この条例の解釈及び運用に当たっては、行政文書の開示を求める市

民の権利を十分尊重するとともに、個人に関する情報がみだりに公にされることのない

よう、最大限の配慮をしなければならない。  

（適正使用）  

第４条 この条例の定めるところにより行政文書の開示を受けたものは、これによって得

た情報を、この条例の目的に即して適正に使用するとともに、情報公開制度の理念が実

現するよう、市と一体となって情報公開制度の推進に努めなければならない。  

第２章 行政文書の開示 

（開示請求権）  

4



別紙２ 

 

第５条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関の保有

する行政文書の開示（当該行政文書が存在しないときにその旨を知らせることを含む。

以下同じ。）を請求することができる。  

（開示請求の手続）  

第６条 前条の規定による行政文書の開示の請求（以下「開示請求」という。）は、次に

掲げる事項を記載した書面（以下「開示請求書」という。）を実施機関に提出しなけれ

ばならない。  

（１）開示請求をする者の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は事務所若しくは事業所

の所在地並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名  

（２）行政文書の名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するに足りる事項  

（３）前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項  

２ 実施機関は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（

以下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることが

できる。この場合において、実施機関は開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提

供するよう努めなければならない。  

（行政文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲

げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開

示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。  

（１）法律（これに基づく命令を含む。）若しくは他の条例（以下「法令等」という。）

の規定又は国からの明示の指示により公にすることができないと認められる情報  

（２）個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録

に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切

の事項をいう。次条第２項において同じ。）により特定の個人を識別することができ

るもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることと

なるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ

り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く

。 

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されてい

る情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認

められる情報  

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項

に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条

第４項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立

行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２

条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立
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行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定

する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をいう。）である場合

において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、

当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分  

（３）法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除

く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する

情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護する

ため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。  

  ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるもの  

  イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって

、法人等又は個人における通例として公にすることが当該情報の性質、当時の状況

等に照らして合理的であると認められるもの  

（４）公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、人の生命、身体、財産等の保護

その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報  

（５）市の機関、国の機関、独立行政法人等、市以外の地方公共団体及び地方独立行政法

人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にするこ

とにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、

不当に市民等の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え、若し

くは不利益を及ぼすおそれがあるもの  

（６）市の機関、国の機関、独立行政法人等、市以外の地方公共団体及び地方独立行政法

人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそ

れその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な執行に支障を及ぼす

おそれがあるもの  

  ア 国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるお

それ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ  

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確

な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しく

はその発見を困難にするおそれ  

ウ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国、独立行政法人等、市以外の地方

公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害

するおそれ  

エ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそ

れ 

オ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ  

カ 市若しくは市以外の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立

行政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ  

（部分開示）  

第８条 実施機関は、開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合
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において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは

、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。ただし、

当該部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限り

でない。  

２ 開示請求に係る行政文書に前条第２号の情報（特定の個人を識別することができるも

のに限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他

の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、公に

しても、個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除い

た部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。  

（公益上の理由による裁量的開示）  

第９条 実施機関は、開示請求に係る行政文書に不開示情報（第７条第１号に掲げる情報

を除く。）が記録されている場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、

開示請求者に対し、当該行政文書を開示することができる。  

（行政文書の存否に関する情報）  

第１０条 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答える

だけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を

明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。  

（開示請求に対する措置）  

第１１条 実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部又は一部を開示するときは、その

旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨及び開示の実施に関し必要な事項を書面によ

り通知しなければならない。  

２ 実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部を開示しないとき（前条の規定に基づき

開示請求を拒否するとき及び開示請求に係る行政文書を保有していないときを含む。）

は、開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなけれ

ばならない。  

（開示決定等の期限）  

第１２条 前条各項の決定（以下「開示決定等」という。）は、開示請求があった日から

起算して１５日以内にしなければならない。ただし、第６条第２項の規定により補正を

求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。  

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があると

きは、同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合におい

て、実施機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面に

より通知しなければならない。  

（開示決定等の期限の特例）  

第１３条 開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、開示請求があった日から起

算して４５日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい

支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求

に係る行政文書のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの行政文

書については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関
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は同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通

知しなければならない。 

（１）この条を適用する旨及びその理由  

（２）残りの行政文書について開示決定等をする期限  

（事案の移送） 

第１４条 実施機関は、開示請求に係る行政文書が他の実施機関により作成されたもので

あるときその他他の実施機関において開示決定等をすることにつき正当な理由があると

きは、当該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関に対し、事案を移送することが

できる。この場合において、移送をした実施機関は、開示請求者に対し、事案を移送し

た旨を書面により通知しなければならない。  

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた実施機関において、当該開

示請求についての開示決定等をしなければならない。この場合において、移送をした実

施機関が移送前にした行為は、移送を受けた実施機関がしたものとみなす。  

３ 前項の場合において、移送を受けた実施機関が第１１条第１項の決定（以下「開示決

定」という。）をしたときは、当該実施機関は、開示の実施をしなければならない。こ

の場合において、移送をした実施機関は、当該開示の実施に必要な協力をしなければな

らない。  

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等）  

第１５条 開示請求に係る行政文書に市、国、独立行政法人等、市以外の地方公共団体、

地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下「第三者」という。）に関する情報が

記録されているときは、実施機関は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第

三者に対し、開示請求に係る行政文書の表示その他規則で定める事項を通知して、意見

書を提出する機会を与えることができる。  

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該第三者

に対し、開示請求に係る行政文書の表示その他規則で定める事項を書面により通知して

、意見書を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明し

ない場合は、この限りでない。  

（１）第三者に関する情報が記録されている行政文書を開示しようとする場合であって、

当該情報が第７条第２号イ又は同条第３号ただし書に規定する情報に該当すると認め

られるとき。  

（２）第三者に関する情報が記録されている行政文書を第９条の規定により開示しようと

するとき。  

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該行政

文書の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をすると

きは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置かなければなら

ない。この場合において、実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見書（第２０条第１

項及び第３項において「反対意見書」という。）を提出した第三者に対し、開示決定を

した旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面により通知しなければならない。  

（開示の実施）  
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第１６条 行政文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、電磁

的記録についてはその種別、情報化の進展状況等を勘案して規則で定める方法により行

うものとする。ただし、閲覧の方法による行政文書の開示にあっては、実施機関は、当

該行政文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他正当な理由があると

きは、その写しにより、これを行うことができる。  

２ 開示決定に基づき行政文書の開示を受けようとする者は、第１１条に規定する通知が

あった日から起算して３０日以内にその旨を申し出て、その開示を受けなければならな

い。ただし、当該期間内に当該申出をすることができないことにつき正当な理由がある

ときは、この限りでない。  

（法令等による開示の実施との調整）  

第１７条 実施機関は、法令等の規定により、何人にも開示請求に係る行政文書が前条第

１項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期間が

定められている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわ

らず、当該行政文書については、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該

法令等の規定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。  

２ 法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第１項本文の

閲覧とみなして、前項の規定を適用する。  

（費用負担）  

第１８条 開示請求及び第１６条第２項の規定による申出（以下この条において「開示請

求等」という。）に係る手数料は、無料とする。  

２ 第１６条第１項の規定により写しの交付を受ける者は、規則で定める額の当該写しの

交付に要する費用及び送付に要する費用を負担しなければならない。  

３ 第１６条第１項の規定により電磁的記録の開示を受ける者は、規則で定める額の当該

開示の実施に要する費用及び送付に要する費用を負担しなければならない。  

第３章 審査請求  

（審理員の指名等の適用除外）  

第１９条 開示決定等又は開示請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審

査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。  

（審査会への諮問等）  

第２０条 開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があったときは、当該

審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き

、遅滞なく、滝沢市情報公開・個人情報保護審査会（以下、「審査会」という。）に諮

問しなければならない。 

（１）審査請求が不適法であり、却下する場合  

（２）裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る行政文書の全部を開示する

こととする場合（当該行政文書の開示について反対意見書が提出されている場合を除

く。） 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替えて適用する

同法第２９条第２項の弁明書の写し（同法第９条第３項において読み替えて適用する同
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法第３０条第１項の反論書又は同法第９条第３項において読み替えて適用する同法第３

０条第２項の意見書の提出があった場合にあっては、当該弁明書の写し及び当該反論書

又は当該意見書の写し）を添えてしなければならない。  

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関（次項及び第２７条において「諮問実施機関

」という。）は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。  

（１）審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。

以下同じ。）  

（２）開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）  

（３）当該審査請求に係る行政文書の開示について反対意見書を提出した第三者（当該第

三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）  

４ 諮問実施機関は、第１項の規定による諮問に対する答申を受けたときは、その答申を

尊重して、速やかに当該審査請求についての裁決をしなければならない。  

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続）  

第２１条 第１５条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合につ

いて準用する。  

（１）開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決  

（２）審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る行政文書の全部を開示する旨の決定を

除く。）を変更し、当該審査請求に係る行政文書を開示する旨の裁決（第三者である

参加人が当該行政文書の開示に反対の意思を表示している場合に限る。）  

第４章 雑則 

（行政文書の管理）  

第２２条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、行政文書を適正に

管理しなければならない。  

２ 実施機関は、行政文書の分類、作成、保存及び廃棄その他の行政文書の管理に関する

必要な事項についての定めを設けなければならない。  

（開示請求をしようとする者に対する情報の提供等）  

第２３条 実施機関は、開示請求をしようとする者が容易かつ的確に開示請求をすること

ができるよう、当該実施機関が保有する行政文書の特定に資する情報の提供その他開示

請求をしようとする者の利便を考慮した適切な措置を講じなければならない。  

（実施状況の報告及び公表）  

第２４条 市長は、毎年度、実施機関におけるこの条例の施行の状況を審査会に報告する

とともに、市民に公表するものとする。  

（情報の提供に関する施策の推進）  

第２５条 実施機関は、第２章に規定する行政文書の開示と併せて、実施機関の保有する

情報が適時に、かつ、適切な方法で市民に明らかにされるよう、実施機関の保有する情

報の提供に関する施策の推進に努めなければならない。  

（委任）  

第２６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 
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附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の第２条及び第２章の規定は、この条例の施行の日以後にされ

た開示請求について適用し、同日前にされた開示請求については、なお従前の例による

。 

11



別
紙
３

 

 

1/
24
 

滝
沢

市
行

政
情

報
公

開
条

例
の

全
部

を
改

正
す

る
条

例
（

案
）

新
旧

対
照

表
【

参
考

資
料

】
 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

滝
沢

市
行

政
情

報
公

開
条

例
 

滝
沢

市
 

 
情

報
公

開
条

例
 

・
改

正
 

目
次

 

第
１

章
 

総
則

（
第

１
条

―
第

４
条

）
 

第
２

章
 

行
政

情
報

の
公

開
（

第
５

条
―

第
１

４

条
）

 

第
３

章
 

滝
沢

市
行

政
情

報
公

開
・

個
人

情
報

保

護
不

服
審

査
会

（
第

１
５

条
―

第
２

１

条
）

 

第
４

章
 

滝
沢

市
行

政
情

報
公

開
・

個
人

情
報

保

護
運

営
審

議
会

（
第

２
２

条
―

第
２

７

条
）

 

第
５

章
 

雑
則

（
第

２
８

条
―

第
３

２
条

）
 

附
則

 

目
次

 

第
１

章
 

総
則

（
第

１
条

―
第

４
条

）
 

第
２

章
 

行
政

文
書

の
開

示
（

第
５

条
―

第
１

８

条
）

 

第
３

章
 

審
査

請
求

（
第

１
９

条
―

第
２

１
条

）
 

第
４

章
 

雑
則

（
第

２
２

条
―

第
２

６
条

）
 

附
則

 

 

第
１

章
 

総
則

 
第

１
章

 
総

則
 

 

（
目

的
）

 

第
１

条
 

こ
の

条
例

は
、

市
が

保
有

す
る

行
政

情
報

の
公

開
を

求
め

る
住

民
の

権
利

を
明

ら
か

に
す

る

と
と

も
に

、
行

政
情

報
の

公
開

等
に

関
し

必
要

な

事
項

を
定

め
る

こ
と

に
よ

り
、

公
正

で
開

か
れ

た

市
政

の
実

現
を

図
り

、
住

民
の

市
政

参
加

を
一

層

推
進

し
、

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
市

政
に

対
す

る

理
解

と
信

頼
の

確
保

及
び

合
意

の
形

成
を

促
進

し

、
も

っ
て

地
方

自
治

の
本

旨
に

即
し

た
市

政
の

発

展
に

寄
与

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
 

（
目

的
）

 

第
１

条
 

こ
の

条
例

は
、

市
が

保
有

す
る

行
政

文
書

の
開

示
を

求
め

る
市

民
の

権
利

を
明

ら
か

に
す

る

と
と

も
に

、
行

政
文

書
の

開
示

等
に

関
し

必
要

な

事
項

を
定

め
る

こ
と

に
よ

り
、

公
正

で
開

か
れ

た

市
政

の
実

現
を

図
り

、
市

民
の

市
政

参
加

を
一

層

推
進

し
、

市
の
市
政
運
営
に
関
す
る
市
民
へ
の
説
明

す
る
責
務
を
全
う
す
る
こ
と
に
よ
り
市

政
に

対
す

る

理
解

と
信

頼
の

確
保

及
び

合
意

の
形

成
を

促
進

し

、
も

っ
て

地
方

自
治

の
本

旨
に

即
し

た
市

政
の

発

展
に

寄
与

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
 

・
改

正
 

 
市

の
市

民
へ

の
説

明
責

任
が

あ
る

旨
を

明
確

に
す

る
た

め
、

当
該

規
定

を
追

加
 

（
定

義
）

 

第
２

条
 

こ
の

条
例

に
お

い
て

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
用

語
の

意
義

は
、

当
該

各
号

に
定

め
る

と
こ

ろ

に
よ

る
。

 

（
定

義
）

 

第
２

条
 

こ
の

条
例

に
お

い
て

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
用

語
の

意
義

は
、

当
該

各
号

に
定

め
る

と
こ

ろ

に
よ

る
。

 

・
不

変
 

⇒
各

号
の

並
び

は
情

報
公

開
法

の
並

び
に

準
じ

る

。
 

（
２

）
実

施
機

関
 

市
長

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
、

教
育

委
員

（
１

）
実

施
機

関
 

市
長

（
上

下
水

道
事

業
管

理
者

の
権

限
を

行
う

市
長

を
含

む
。

）
、

教
育

委
員

・
改

正
 

⇒
規

定
ぶ

り
を

修
正

 

12



別
紙
３

 

 

2/
24
 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

会
、

議
会

、
監

査
委

員
、

農
業

委
員

会
、

選
挙

管
理

委
員

会
、

 
固

定
資

産
評

価
審

査
委

員
会

及
び

上
下

水
道

事
業

管
理

者
の

権
限

を
行

う
市

長
を

い
う

。
 

会
、

議
会

、
監

査
委

員
、

農
業

委
員

会
、

選
挙

管
理

委
員

会
及

び
固

定
資

産
評

価
審

査
委

員
会

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
を

い
う

。
 

 

（
１

）
行

政
情

報
 

実
施

機
関

の
職

員
が

職
務

上
作

成
し

、
又

は
取

得
し

た
文

書
、

図
画

、
写

真
、

フ
ィ

ル
ム

（
マ

イ
ク

ロ
フ

ィ
ル

ム
を

含
む

。
）

、
ス

ラ
イ

ド
そ

の
他

こ
れ

ら
に

類
す

る
も

の
（

記
録

媒
体

か
ら

出
力

し
、

又
は

採
録

し
て

文
書

化
で

き
る

も
の

を
含

む
。

）
で

あ
っ

て
、

決
裁

、
供

覧
そ

の
他

こ
れ

に
準

ず
る

手
続

が
終

了
し

、
当

該
実

施
機

関
に

お
い

て
管

理
し

て
い

る
も

の
を

い
う

。
 

（
２

）
行

政
文

書
 

実
施

機
関

の
職

員
が

職
務

上
作

成
し

、
又

は
取

得
し

た
文

書
、

図
画

及
び

電
磁

的
記

録
（

電
子

的
方

式
、

磁
気

的
方

式
そ

の
他

人
の

知
覚

に
よ

っ
て

は
認

識
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

方
式

で
作

ら
れ

た
記

録
を

い
う

。
第
１
７

条
第
１
項
及
び
第
２
項
を

除
き

、
以

下
同

じ
。

）

で
あ

っ
て

、
当

該
実

施
機

関
の

職
員

が
組

織
的

に
用

い
る

も
の

と
し

て
、

当
該

実
施

機
関

が
保

有
し

て
い

る
も

の
を

い
う

。
た

だ
し

、
次

に
掲

げ
る

も
の

を
除

く
。

 

ア
 

新
聞

、
雑

誌
、

書
籍

そ
の

他
不

特
定

多
数

の
者

に
販

売
す

る
こ

と
又

は
閲

覧
に

供
す

る

こ
と

を
目

的
と

し
て

発
行

さ
れ

る
も

の
 

イ
 

図
書

館
等

の
施

設
に

お
い

て
、

歴
史

的
若

し
く

は
文

化
的

な
資

料
又

は
学

術
研

究
用

の

資
料

と
し

て
特

別
の

管
理

が
な

さ
れ

て
い

る

も
の

 

・
改

正
 

⇒
「

行
政

情
報

」
を

情
報

公
開

法
の

規
定

に
合

わ

せ
「

行
政

文
書

」
と

す
る

こ
と

。
 

⇒
行

政
文

書
の

定
義

か
ら

「
決

裁
、

供
覧

そ
の

他

こ
れ

に
準

ず
る

手
続

が
終

了
し

」
の

文
言

を
削

除
し

、
対

象
と

な
る

文
書

の
範

囲
を

拡
大

す
る

こ
と

。
 

⇒
そ

の
他

規
定

の
整

備
 

（
３

）
行

政
情

報
の

公
開

 
行

政
情

報
を

閲
覧

に
供

し
、

又
は

そ
の

写
し

を
交

付
す

る
こ

と
を

い
う

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
削

除
 

（
実

施
機

関
の

責
務

）
 

第
３

条
 

実
施

機
関

は
、

こ
の

条
例

の
解

釈
及

び
運

用
に

当
た

っ
て

は
、

行
政

情
報

の
公

開
を

求
め

る

住
民

の
権

利
を

十
分

尊
重

す
る

と
と

も
に

、
個

人

に
関

す
る

情
報

が
み

だ
り

に
公

に
さ

れ
る

こ
と

の

な
い

よ
う

最
大

限
の

配
慮

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

 

（
こ

の
条

例
の

解
釈

及
び

運
用

）
 

第
３

条
 

実
施

機
関

は
、

こ
の

条
例

の
解

釈
及

び
運

用
に

当
た

っ
て

は
、

行
政

文
書

の
開

示
を

求
め

る

市
民

の
権

利
を

十
分

尊
重

す
る

と
と

も
に

、
個

人

に
関

す
る

情
報

が
み

だ
り

に
公

に
さ

れ
る

こ
と

の

な
い

よ
う

、
最

大
限

の
配

慮
を

し
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
 

・
改

正
 

⇒
見

出
し

の
改

正
は

、
必

ず
し

も
必

要
な

改
正

で

は
な

い
が

、
こ

の
条

例
の

解
釈

基
準

で
あ

る
こ

と

か
ら

、
見

出
し

を
よ

り
そ

の
目

的
を

明
確

に
示

し

た
内

容
に

変
更

す
る

も
の

 

⇒
規

定
の

整
備
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別
紙
３

 

 

3/
24
 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

（
住

民
等

の
責

務
）

 

第
４

条
 

こ
の

条
例

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

行
政

情
報

の
公

開
を

受
け

た
も

の
は

、
こ

れ
に

よ
っ

て

得
た

情
報

を
、

こ
の

条
例

の
目

的
に

即
し

て
適

正

に
使

用
す

る
と

と
も

に
、

行
政

情
報

公
開

制
度

の

理
念

が
実

現
す

る
よ

う
、

市
と

一
体

と
な

っ
て

行

政
情

報
公

開
制

度
の

推
進

に
努

め
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
 

（
適

正
使

用
）

 

第
４

条
 

こ
の

条
例

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

行
政

文
書

の
開

示
を

受
け

た
も

の
は

、
こ

れ
に

よ
っ

て

得
た

情
報

を
、

こ
の

条
例

の
目

的
に

即
し

て
適

正

に
使

用
す

る
と

と
も

に
、

情
報

公
開

制
度

 
 

の

理
念

が
実

現
す

る
よ

う
、

市
と

一
体

と
な

っ
て

情

報
公

開
制

度
 

 
の

推
進

に
努

め
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
 

・
改

正
 

⇒
同

上
 

第
２

章
 

行
政

情
報

の
公

開
 

第
２

章
 

行
政

文
書

の
開

示
 

 

（
行

政
情

報
の

公
開

を
請

求
す

る
こ

と
が

で
き

る

も
の

）
 

第
５

条
 

次
に

掲
げ

る
も

の
は

、
実

施
機

関
に

対
し

て
、

当
該

実
施

機
関

の
所

管
す

る
事

務
に

係
る

行

政
情

報
の

公
開

（
行

政
情

報
が

存
在

し
な

い
と

き

に
そ

の
旨

を
知

ら
せ

る
こ

と
を

含
む

。
以

下
同

じ

。
）

を
請

求
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

（
１

）
市

の
区

域
内

に
住

所
を

有
す

る
者

 

（
２

）
市

の
区

域
内

に
事

務
所

又
は

事
業

所
を

有
す

る
個

人
及

び
法

人
そ

の
他

の
団

体
（

代
表

者
又

は
管

理
人

の
定

め
が

あ
る

も
の

に
限

る
。

以
下

同
じ

。
）

 

（
３

）
市

の
区

域
内

に
存

す
る

事
務

所
又

は
事

業
所

に
勤

務
す

る
者

 

（
４

）
市

の
区

域
内

に
存

す
る

学
校

に
在

学
す

る
者

 

（
５

）
前

各
号

に
掲

げ
る

も
の

の
ほ

か
、

実
施

機
関

の
行

う
事

務
又

は
事

業
に

利
害

関
係

を
有

す
る

も
の

 

（
開
示
請
求
権
）
 

 第
５

条
 

何
人

も
、

こ
の

条
例

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
実

施
機

関
に

対
し

、
当

該
実

施
機

関
の

保

有
す

る
行

政
文

書
の

開
示

（
当

該
行

政
文

書
が

存

在
し

な
い

と
き

に
そ

の
旨

を
知

ら
せ

る
こ

と
を

含

む
。

以
下

同
じ

。
）

を
請

求
す

る
こ

と
が

で
き

る

。
 

 

・
改

正
 

⇒
開

示
請

求
を

誰
で

も
で

き
る

よ
う

に
す

る
こ

と

。
現

行
規

定
の

よ
う

に
対

象
を

滝
沢

市
民

等
に

限
定

す
る

積
極

的
な

意
義

が
乏

し
く

、
任

意
公

開
制

度
に

よ
る

開
示

を
し

て
き

た
経

緯
及

び
他

の
市

町
村

と
の

相
互

主
義

の
観

点
を

鑑
み

、
「

何
人

」
に

も
開

示
請

求
を

認
め

る
よ

う
改

正
す

る
も

の
。

ま
た

、
自

然
人

、
法

人
の

ほ
か

、
訴

訟
上

当
事

者
適

格
が

認
め

ら
れ

る
よ

う
な

「
法

人
で

な
い

社
団

又
は

財
団

で
代

表
者

又
は

管
理

人
の

定
め

が
あ

る
も

の
」

（
民

事
訴

訟
法

第
２

９
条

）
に

も
開

示
請

求
権

を
認

め
る

こ
と

と
す

る
。

 

 

（
行

政
情

報
の

公
開

の
請

求
方

法
）

 

第
６

条
 

前
条

の
規

定
に

基
づ

き
行

政
情

報
の

公
開

を
請

求
し

よ
う

と
す

る
も

の
は

、
実

施
機

関
に

対

し
て

、
次

に
掲

げ
る

事
項

を
記

載
し

た
請

求
書

を

提
出

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
し

な

（
開

示
請

求
の

手
続

）
 

第
６

条
 

前
条

の
規

定
に

よ
る

行
政

文
書

の
開

示
の

請
求

（
以

下
「

開
示

請
求

」
と

い
う

。
）

は
、

次

に
掲

げ
る

事
項

を
記

載
し

た
書

面
（

以
下

「
開

示

請
求

書
」

と
い

う
。

）
を

実
施

機
関

に
提

出
し

な

・
不

変
 

⇒
規

定
の

整
備
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別
紙
３

 

 

4/
24
 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
１

）
請

求
者

の
氏

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

及
び

住
所

（
法

人
そ

の
他

の
団

体
に

あ
っ

て
は

、
名

称
、

事
務

所
又

は
事

業
所

の
所

在
地

及
び

代
表

者
の

氏
名

）
 

 
 

 
 

 

（
１

）
開

示
請

求
を

す
る

者
の

氏
名

又
は

名
称

及
び

住
所

若
し

く
は

居
所

又
は

事
務

所
若

し
く

は
事

業
所

の
所

在
地

並
び

に
法

人
そ

の
他

の
団

体
に

あ
っ

て
は

代
表

者
の

氏
名

 

 

（
２

）
請

求
す

る
行

政
情

報
の

件
名

又
は

当
該

行
政

情
報

を
特

定
す

る
た

め
に

必
要

な
事

項
 

（
２

）
行

政
文

書
の

名
称

そ
の

他
の

開
示

請
求

に
係

る
行

政
文

書
を

特
定

す
る

に
足

り
る

事
項

 

 

（
３

）
そ

の
他

実
施

機
関

の
定

め
る

事
項

 
（

３
）

前
２

号
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
規

則
で

定

め
る

事
項

 

 

 
２

 
実

施
機

関
は

、
開

示
請

求
書

に
形

式
上

の
不

備

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
開

示
請

求
を

し
た

者

（
以

下
「

開
示

請
求

者
」

と
い

う
。

）
に

対
し

、

相
当

の
期

間
を

定
め

て
、

そ
の

補
正

を
求

め
る

こ

と
が

で
き

る
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
実

施
機

関

は
開

示
請

求
者

に
対

し
、

補
正

の
参

考
と

な
る

情

報
を

提
供

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

・
追

加
 

⇒
決

定
期

限
ま

で
の

日
数

に
補

正
に

要
し

た
日

数

を
除

外
す

る
規

定
を

置
く

た
め

に
追

加
 

 
 

 

（
行

政
情

報
の

公
開

を
し

な
い

こ
と

が
で

き
る

場

合
）

 

第
９

条
 

実
施

機
関

は
、

公
開

の
請

求
に

係
る

行
政

情
報

に
、

次
の

各
号

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

情

報
が

記
録

さ
れ

て
い

る
と

き
は

、
当

該
行

政
情

報

の
公

開
を

し
な

い
こ

と
が

で
き

る
。

 

（
行

政
文

書
の

開
示

義
務

）
 

 第
７

条
 

実
施

機
関

は
、

開
示

請
求

が
あ

っ
た

と
き

は
、

開
示

請
求

に
係

る
行

政
文

書
に

次
の

各
号

に

掲
げ

る
情

報
（

以
下

「
不

開
示

情
報

」
と

い
う

。

）
の

い
ず

れ
か

が
記

録
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

き

、
開

示
請

求
者

に
対

し
、

当
該

行
政

文
書

を
開

示

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
改

正
 

⇒
「

非
開

示
情

報
が

含
ま

れ
る

場
合

は
、

公
開

し

な
い

こ
と

が
で

き
る

」
こ

と
と

す
る

規
定

か
ら

、
「

不
開

示
情

報
が

含
ま

れ
る

場
合

を
除

き
、

開
示

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
」

こ
と

と
す

る
規

定
に

改
め

る
。

 

（
１

）
法

令
又

は
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
他

の
条

例
（

以
下

「
法

令
等

」
と

い
う

。
）

の
規

定
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
よ

り
公

開
を

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
と

さ
れ

て
い

る
情

報
 

（
１

）
法

律
（

こ
れ

に
基

づ
く

命
令

を
含

む
。

）
若

し
く

は
他

の
条

例
（

以
下

「
法

令
等

」
と

い
う

。
）

の
規

定
又

は
国

か
ら

の
明

示
の

指
示

に
よ

り
公

に
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

と
認

め
ら

れ
る

 
情

報
 

・
改

正
 

⇒
「

国
か

ら
の

明
示

の
指

示
」

と
は

、
法

律
（

こ

れ
に

基
づ

く
命

令
を

含
む

。
）

の
規

定
に

よ
る

国
の

行
政

機
関

か
ら

の
明

示
の

指
示

（
地

方
自

治
法

第
２

４
５

条
の

９
に

規
定

す
る

処
理

基
準

に
該

当
す

る
も

の
）

を
い

う
。

 

（
２

）
個

人
に

関
す

る
情

報
（

事
業

を
営

む
個

人
の

（
２

）
個

人
に

関
す

る
情

報
（

事
業

を
営

む
個

人
の

・
改

正
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別
紙
３

 

 

5/
24
 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

当
該

事
業

に
関

す
る

情
報

を
除

く
。

）
で

あ
っ

て
、

特
定

の
個

人
が

識
別

さ
れ

、
又

は
識

別
さ

れ
得

る
お

そ
れ

の
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
あ

る
も

の
。

た
だ

し
、

次
に

掲
げ

る
情

報
を

除
く

。
 

ア
 

法
令

等
の

規
定

に
よ

り
、

何
人

で
も

そ
の

内
容

を
知

る
こ

と
が

で
き

る
と

 
 

 
 

さ

れ
て

い
る

情
報

 

イ
 

公
表

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

実
施

機
関

が
作

成
し

、
又

は
取

得
し

た
情

報
 

ウ
 

許
可

、
免

許
、

届
出

そ
の

他
こ

れ
ら

に
類

す
る

行
為

に
際

し
て

実
施

機
関

が
作

成
し

、

又
は

取
得

し
た

情
報

で
あ

っ
て

、
公

開
を

す

る
こ

と
が

公
益

上
必

要
で

あ
る

と
認

め
ら

れ

る
も

の
 

当
該

事
業

に
関

す
る

情
報

を
除

く
。

）
で

あ
っ

て
、

当
該

情
報

に
含

ま
れ

る
氏

名
、

生
年

月
日

そ
の

他
の

記
述

等
（

文
書

、
図

画
若

し
く

は
電

磁
的

記
録

に
記

載
さ

れ
、

若
し

く
は

記
録

さ
れ

、
又

は
音

声
、

動
作

そ
の

他
の

方
法

を
用

い
て

表
さ

れ
た

一
切

の
事

項
を

い
う

。
次

条
第

２
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

に
よ

り
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
（

他
の

情
報

と
照

合
す

る
こ

と
に

よ
り

、
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

な
る

も
の

を
含

む
。

）
又

は
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

が
、

公
に

す
る

こ
と

に
よ

り
、

な
お

個
人

の
権

利
利

益
を

害
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
も

の
。

た
だ

し
、

次
に

掲
げ

る
情

報
を

除
く

。
 

ア
 

法
令

等
の

規
定

に
よ

り
又

は
慣

行
と

し
て

公
に

さ
れ

、
又

は
公

に
す

る
こ

と
が

予
定

さ

れ
て

い
る

情
報

 

イ
 

人
の

生
命

、
健

康
、

生
活

又
は

財
産

を
保

護
す

る
た

め
、

公
に

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ

る
と

認
め

ら
れ

る
情

報
 

ウ
 

当
該

個
人

が
公

務
員

等
（

国
家

公
務

員
法

（
昭

和
２

２
年

法
律

第
１

２
０

号
）

第
２

条

第
１

項
に

規
定

す
る

国
家

公
務

員
（

独
立

行

政
法

人
通

則
法

（
平

成
１

１
年

法
律

第
１

０

３
号

）
第

２
条

第
４

項
に

規
定

す
る

行
政

執

行
法

人
の

役
員

及
び

職
員

を
除

く
。

）
、

独

立
行

政
法

人
等

（
独

立
行

政
法

人
等

の
保

有

す
る

情
報

の
公

開
に

関
す

る
法

律
（

平
成

１

３
年

法
律

第
１

４
０

号
）

第
２

条
第

１
項

に

規
定

す
る

独
立

行
政

法
人

等
を

い
う

。
以

下

同
じ

。
）

の
役

員
及

び
職

員
、

地
方

公
務

員

法
（

昭
和

２
５

年
法

律
第

２
６

１
号

）
第

２

⇒
個

人
情

報
の

保
護

に
関

す
る

法
律

（
平

成
１

５

年
法

律
第

５
７

号
。

以
下

「
個

人
情

報
保

護
法

」
と

い
う

。
）

の
定

義
に

合
わ

せ
る

改
正

 

⇒
現

行
条

例
の

イ
は

、
改

正
案

の
ア

の
公

に
す

る

こ
と

が
予

定
さ

れ
て

い
る

情
報

に
該

当
し

、
現

行
条

例
の

ウ
は

、
第

９
条

の
規

定
に

よ
り

公
益

上
の

必
要

性
が

あ
れ

ば
開

示
さ

れ
る

こ
と

と
な

る
。

な
お

、
第

９
条

の
規

定
に

よ
る

裁
量

的
開

示
は

、
公

開
を

す
る

こ
と

に
よ

り
生

ず
る

不
利

益
と

開
示

す
る

こ
と

の
公

益
と

を
比

較
衡

量
し

、
開

示
す

る
課

否
か

を
判

断
す

る
こ

と
と

な
る

の
で

あ
っ

て
、

作
成

及
び

収
集

の
理

由
は

そ
の

適
否

に
は

関
係

が
な

い
。

 

⇒
改

正
案

の
ウ

に
つ

い
て

は
、

現
行

条
例

の
規

定

の
下

で
は

、
原

則
公

開
と

し
て

き
た

公
務

員
の

職
務

に
関

す
る

情
報

の
取

扱
い

を
明

文
で

規
定

す
る

も
の

。
な

お
、

職
務

の
遂

行
に

係
る

情
報

に
含

ま
れ

る
市

の
職

員
の

氏
名

に
つ

い
て

は
、

市
政

執
行

に
お

け
る

行
政

の
責

務
と

し
て

、
市

民
の

要
請

に
応

じ
、

慣
行

と
し

て
公

表
す

る
こ

と
が

予
定

さ
れ

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

本
号

ア
に

該
当

し
、

個
人

に
関

す
る

情
報

と
し

て
は

不
開

示
と

さ
れ

な
い

も
の

で
あ

る
。
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３
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現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

条
に

規
定

す
る

地
方

公
務

員
並

び
に

地
方

独

立
行

政
法

人
（

地
方

独
立

行
政

法
人

法
（

平

成
１

５
年

法
律

第
１

１
８

号
）

第
２

条
第

１

項
に

規
定

す
る

地
方

独
立

行
政

法
人

を
い

う

。
以

下
同

じ
。

）
の

役
員

及
び

職
員

）
で

あ

る
場

合
に

お
い

て
、

当
該

情
報

が
そ

の
職

務

の
遂

行
に

係
る

情
報

で
あ

る
と

き
は

、
当

該

情
報

の
う

ち
、

当
該

公
務

員
等

の
職

及
び

当

該
職

務
遂

行
の

内
容

に
係

る
部

分
 

（
３

）
法

人
そ

の
他

の
団

体
（

国
及

び
 

 
 

 
 

 
 

地
方

公
共

団
体

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を
除

く
。

以
下

「
法

人
等

」
と

い
う

。
）

に
関

す
る

情
報

又
は

事
業

を
営

む
個

人
の

当
該

事
業

に
関

す
る

情
報

で
あ

っ
て

、
公

開
を

す
る

こ
と

に
よ

り
、

当
該

法
人

等
又

は
当

該
事

業
を

営
む

個
人

の
競

争
上

又
は

事
業

運
営

上
の

地
位

、
財

産
権

そ
の

他
正

当
な

利
益

を
侵

害
す

る
お

そ
れ

の
あ

る
も

の
。

た
だ

し
、

次
に

掲
げ

る
情

報
を

除
く

。
 

ア
 

事
業

活
動

に
よ

っ
て

生
じ

、
又

は
生

ず
る

お
そ

れ
の

あ
る

危
害

か
ら

人
の

生
命

、
身

体

又
は

健
康

を
保

護
す

る
た

め
に

、
公

開
を

す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
情

報
 

イ
 

違
法

又
は

不
当

な
事

業
活

動
に

よ
っ

て
生

じ
、

又
は

生
ず

る
お

そ
れ

の
あ

る
侵

害
か

ら

人
の

財
産

又
は

生
活

を
保

護
す

る
た

め
に

、

公
開

を
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
と

認
め

ら

れ
る

情
報

 

ウ
 

ア
又

は
イ

に
掲

げ
る

情
報

に
準

ず
る

情
報

で
あ

っ
て

、
公

開
を

す
る

こ
と

が
公

益
上

必

要
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

も
の

 

（
３

）
法

人
そ

の
他

の
団

体
（

国
、

独
立

行
政

法
人

等
、

地
方

公
共

団
体

及
び

地
方

独
立

行
政

法
人

を
除

く
。

以
下

「
法

人
等

」
と

い
う

。
）

に
関

す
る

情
報

又
は

事
業

を
営

む
個

人
の

当
該

事
業

に
関

す
る

情
報

で
あ

っ
て

、
次

に
掲

げ
る

も
の

。
た

だ
し

、
人

の
生

命
、

健
康

、
生

活
又

は
財

産
を

保
護

す
る

た
め

、
公

に
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
情

報
を

除
く

。
 

 
 

ア
 

公
に

す
る

こ
と

に
よ

り
、

当
該

法
人

等
又

 
は

当
該

個
人

の
権

利
、

競
争

上
の

地
位

そ
の

 
他

正
当

な
利

益
を

害
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
も

 
の

 

 
 

イ
 

実
施

機
関

の
要

請
を

受
け

て
、

公
に

し
な

い
と

の
条

件
で

任
意

に
提

供
さ

れ
た

も
の

で

あ
っ

て
、

法
人

等
又

は
個

人
に

お
け

る
通

例

と
し

て
公

に
す

る
こ

と
が

当
該

情
報

の
性

質

、
当

時
の

状
況

等
に

照
ら

し
て

合
理

的
で

あ

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
 

・
改

正
 

⇒
現

行
条

例
の

イ
を

削
除

し
た

理
由

は
、

現
行

条

例
の

前
号

イ
を

削
除

し
た

理
由

と
同

じ
。

 

⇒
現

行
条

例
の

ウ
を

削
除

し
た

理
由

は
、

現
行

条

例
の

前
号

ウ
を

削
除

し
た

理
由

と
同

じ
。

 

⇒
現

行
条

例
同

項
第

４
号

の
内

容
を

併
せ

て
規

定

す
る

も
の

。
 

（
４

）
個

人
又

は
法

人
等

か
ら

、
公

開
し

な
い

こ
と

 
・

改
正
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３
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現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

を
条

件
と

し
て

任
意

に
市

の
機

関
に

提
供

さ
れ

た
情

報
で

あ
っ

て
、

当
該

個
人

又
は

法
人

等
の

承
諾

な
く

公
開

す
る

こ
と

に
よ

り
、

当
該

個
人

又
は

法
人

等
と

の
協

力
関

係
又

は
信

頼
関

係
を

損
な

う
と

認
め

ら
れ

る
も

の
 

⇒
規

定
の

整
備

及
び

個
人

（
事

業
を

営
む

個
人

を

除
く

）
に

関
す

る
任

意
提

供
情

報
に

つ
い

て
は

同

項
第

２
号

の
個

人
情

報
に

該
当

す
る

こ
と

か
ら

、

削
除

す
る

も
の

。
 

（
５

）
公

開
を

す
る

こ
と

に
よ

り
、

犯
罪

の
予

防
 

 
 

又
は

捜
査

、
人

の
生

命
、

身
体

、
財

産
等

の
保

護
そ

の
他

の
公

共
の

安
全

と
秩

序
の

維
持

に
支

障
が

生
ず

る
お

そ
れ

の
あ

る
情

報
 

（
４

）
公

に
 

す
る

こ
と

に
よ

り
、

犯
罪

の
予

防
、

鎮
圧

又
は

捜
査

、
人

の
生

命
、

身
体

、
財

産
等

の
保

護
そ

の
他

の
公

共
の

安
全

と
秩

序
の

維
持

に
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
情

報
 

・
不

変
 

⇒
規

定
の

整
備

 

（
７

）
実

施
機

関
（

市
長

及
び

上
下

水
道

事
業

管
理

者
の

権
限

を
行

う
市

長
を

除
く

。
）

並
び

に
市

の
執

行
機

関
の

附
属

機
関

及
び

こ
れ

に
類

す
る

も
の

（
以

下
「

合
議

制
機

関
等

」
と

い
う

。
）

の
会

議
に

係
る

情
報

で
あ

っ
て

、
当

該
合

議
制

機
関

等
の

公
正

又
は

円
滑

な
議

事
運

営
を

確
保

す
る

た
め

に
当

該
合

議
制

機
関

等
の

議
事

運
営

に
関

す
る

規
程

又
は

議
決

に
よ

り
そ

の
全

部
又

は
一

部
に

つ
い

て
公

開
を

し
な

い
旨

を
定

め
て

い
る

も
の

及
び

公
開

を
す

る
こ

と
に

よ
り

当
該

合
議

制
機

関
等

の
公

正
又

は
円

滑
な

議
事

運
営

が
損

な
わ

れ
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

も
の

 

（
８

）
市

の
機

関
又

は
国

等
の

機
関

が
行

う
事

務
に

係
る

意
思

形
成

過
程

に
お

け
る

審
議

、
検

討
、

協
議

、
調

査
、

研
究

等
に

関
す

る
情

報
で

あ
っ

て
、

公
開

を
す

る
こ

と
に

よ
り

、
当

該
事

務
又

は
将

来
の

同
種

の
事

務
に

係
る

意
思

形
成

に
支

障
が

生
ず

る
お

そ
れ

の
あ

る
も

の
 

（
５

）
市

の
機

関
、

国
の

機
関

、
独

立
行

政
法

人
等

、
市

以
外

の
地

方
公

共
団

体
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
の

内
部

又
は

相
互

間
に

お
け

る
審

議
、

検
討

又
は

協
議

に
関

す
る

情
報

で
あ

っ
て

、
公

に
す

る
こ

と
に

よ
り

、
率

直
な

意
見

の
交

換
若

し
く

は
意

思
決

定
の

中
立

性
が

不
当

に
損

な
わ

れ
る

お
そ

れ
、

不
当

に
市

民
等

の
間

に
混

乱
を

生
じ

さ
せ

る
お

そ
れ

又
は

特
定

の
者

に
不

当
に

利
益

を
与

え
、

若
し

く
は

不
利

益
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
も

の
 

・
改

正
 

⇒
現

行
条

例
の

第
７

号
及

び
第

８
号

の
内

容
を

１

つ
に

ま
と

め
た

も
の

。
 

（
６

）
市

の
機

関
と

国
、

市
以

外
の

地
方

公
共

団
体

そ
の

他
こ

れ
ら

に
類

す
る

団
体

（
以

下
「

国
等

」
と

い
う

。
）

の
機

関
と

の
間

に
お

け
る

協
議

、
依

頼
等

に
基

づ
い

て
実

施
機

関
が

作
成

し
、

（
６

）
市

の
機

関
、

国
の

機
関

、
独

立
行

政
法

人
等

、
市

以
外

の
地

方
公

共
団

体
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
が

行
う

事
務

又
は

事
業

に
関

す
る

情
報

で
あ

っ
て

、
公

に
す

る
こ

と
に

よ
り

、
次

に
掲

・
改

正
 

⇒
現

行
条

例
第

６
号

及
び

第
９

号
の

内
容

を
１

つ

に
ま

と
め

た
も

の
。

 

※
現

行
条

例
第

６
号

の
規

定
中

「
法

令
の

規
定

に
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備
 

 
 

考
 

又
は

取
得

し
た

情
報

で
あ

っ
て

、
公

開
を

す
る

こ
と

に
よ

り
、

国
等

と
の

協
力

関
係

又
は

信
頼

関
係

が
損

な
わ

れ
る

お
そ

れ
の

あ
る

も
の

及
び

主
務

大
臣

等
か

ら
、

法
令

の
規

定
に

基
づ

き
、

公
開

し
な

い
よ

う
に

指
示

が
あ

っ
た

も
の

 

（
９

）
市

の
機

関
又

は
国

等
の

機
関

が
行

う
取

締
り

、
検

査
、

監
査

、
試

験
、

入
札

、
徴

税
、

争
訟

、
交

渉
、

渉
外

、
人

事
そ

の
他

の
事

務
に

関
す

る
情

報
で

あ
っ

て
、

公
開

を
す

る
こ

と
に

よ
り

、
当

該
事

務
若

し
く

は
将

来
の

同
種

の
事

務
の

実
施

の
目

的
が

損
な

わ
れ

、
又

は
こ

れ
ら

の
事

務
の

公
正

若
し

く
は

円
滑

な
執

行
に

支
障

が
生

ず
る

お
そ

れ
の

あ
る

も
の

 

げ
る

お
そ

れ
そ

の
他

当
該

事
務

又
は

事
業

の
性

質
上

、
当

該
事

務
又

は
事

業
の

適
正

な
執

行
に

支
障

を
及

ぼ
す

お
そ

れ
が

あ
る

も
の

 

ア
 

国
の

安
全

が
害

さ
れ

る
お

そ
れ

、
他

国
若

し
く

は
国

際
機

関
と

の
信

頼
関

係
が

損
な

わ

れ
る

お
そ

れ
又

は
他

国
若

し
く

は
国

際
機

関

と
の

交
渉

上
不

利
益

を
被

る
お

そ
れ

 

イ
 

監
査

、
検

査
、

取
締

り
、

試
験

又
は

租
税

の
賦

課
若

し
く

は
徴

収
に

係
る

事
務

に
関

し

、
正

確
な

事
実

の
把

握
を

困
難

に
す

る
お

そ

れ
又

は
違

法
若

し
く

は
不

当
な

行
為

を
容

易

に
し

、
若

し
く

は
そ

の
発

見
を

困
難

に
す

る

お
そ

れ
 

ウ
 

契
約

、
交

渉
又

は
争

訟
に

係
る

事
務

に
関

し
、

市
、

国
、

独
立

行
政

法
人

等
、

市
以

外

の
地

方
公

共
団

体
又

は
地

方
独

立
行

政
法

人

の
財

産
上

の
利

益
又

は
当

事
者

と
し

て
の

地

位
を

不
当

に
害

す
る

お
そ

れ
 

エ
 

調
査

研
究

に
係

る
事

務
に

関
し

、
そ

の
公

正
か

つ
円

滑
な

人
事

の
確

保
に

支
障

を
及

ぼ

す
お

そ
れ

 

オ
 

人
事

管
理

に
係

る
事

務
に

関
し

、
公

正
か

つ
円

滑
な

人
事

の
確

保
に

支
障

を
及

ぼ
す

お

そ
れ

 

カ
 

市
若

し
く

は
市

以
外

の
地

方
公

共
団

体
が

経
営

す
る

企
業

、
独

立
行

政
法

人
等

又
は

地

方
独

立
行

政
法

人
に

係
る

事
業

に
関

し
、

そ

の
企

業
経

営
上

の
正

当
な

利
益

を
害

す
る

お

そ
れ

 

基
づ

き
、

公
開

し
な

い
よ

う
に

指
示

が
あ

っ
た

も
の

」
が

含
ま

れ
な

い
が

、
こ

れ
に

つ
い

て
は

改
正

案
の

第
１

号
中

「
「

国
か

ら
の

明
示

の
指

示
」

に
該

当
す

る
。

 

 

２
 

実
施

機
関

は
、

前
項

各
号

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

情
報

が
記

録
さ

れ
た

行
政

情
報

で
あ

っ
て

も

、
期

間
の

経
過

に
よ

り
当

該
行

政
情

報
の

公
開

を

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

・
削

除
 

⇒
期

間
の

経
過

に
よ

り
公

開
す

る
場

合
は

再
度

の

請
求

を
要

す
る

こ
と

か
ら

、
こ

の
規

定
は

削
除
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24
 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

拒
む

理
由

が
な

く
な

っ
た

と
き

は
、

当
該

行
政

情

報
を

公
開

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

す
る

。
こ

の
規

定
を

適
用

す
べ

き
情

報
に

つ
い

て
は

、
不

開
示

理
由

に
当

該
期

間
及

び
再

度
の

申
請

を
要

す
る

こ
と

を
付

記
し

、
通

知
す

れ
ば

足
り

る
。

 

（
行

政
情

報
の

部
分

公
開

）
 

第
１

０
条

 
実

施
機

関
は

、
公

開
の

請
求

に
係

る
行

政
情

報
に

前
条

第
１

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当

す
る

情
報

と
そ

れ
以

外
の

情
報

と
が

記
録

さ
れ

て

い
る

場
合

は
、

こ
れ

を
可

能
な

限
り

区
分

し
、

同

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
情

報
が

記
録

さ

れ
て

い
る

部
分

を
除

い
て

、
当

該
行

政
情

報
を

公

開
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

（
部

分
開

示
）

 

第
８

条
 

実
施

機
関

は
、

開
示

請
求

に
係

る
行

政
文

書
の

一
部

に
不

開
示

情
報

が
記

録
さ

れ
て

い
る

場

合
に

お
い

て
、

不
開

示
情

報
が

記
録

さ
れ

て
い

る

部
分

を
容

易
に

区
分

し
て

除
く

こ
と

が
で

き
る

と

き
は

、
開

示
請

求
者

に
対

し
、

当
該

部
分

を
除

い

た
部

分
に

つ
き

開
示

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
た

だ
し

、
当

該
部

分

を
除

い
た

部
分

に
有

意
の

情
報

が
記

録
さ

れ
て

い

な
い

と
認

め
ら

れ
る

と
き

は
、

こ
の

限
り

で
な

い

。
 

・
改

正
 

⇒
改

正
後

は
「

容
易

に
区

分
し

て
除

く
こ

と
が

で

き
る

と
き

」
と

し
て

い
る

。
こ

れ
は

、
電

磁
的

記
録

の
場

合
、

開
示

情
報

と
不

開
示

情
報

の
区

分
自

体
は

容
易

で
あ

っ
て

も
、

両
者

の
分

離
が

技
術

的
に

困
難

な
場

合
が

あ
り

得
る

の
で

、
「

容
易

に
…

除
く

」
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

も
、

部
分

開
示

義
務

が
な

い
こ

と
を

明
確

に
す

る
た

め
こ

の
よ

う
な

規
定

と
し

て
い

る
。

な
お

、
紙

の
記

録
の

場
合

で
あ

っ
て

も
、

開
示

情
報

と
不

開
示

情
報

を
区

分
し

、
後

者
を

削
除

す
る

の
に

多
大

な
時

間
と

労
力

を
要

す
る

こ
と

は
あ

り
う

る
が

、
こ

の
こ

と
は

、
部

分
開

示
義

務
を

免
除

す
る

理
由

に
は

な
ら

な
い

。
 

 
２

 
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文
書

に
前

条
第

２
号

の

情
報

（
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
こ

と
が

で
き

る

も
の

に
限

る
。

）
が

記
録

さ
れ

て
い

る
場

合
に

お

い
て

、
当

該
情

報
の

う
ち

、
氏

名
、

生
年

月
日

そ

の
他

の
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
こ

と
が

で
き

る

こ
と

と
な

る
記

述
等

の
部

分
を

除
く

こ
と

に
よ

り

、
公

に
し

て
も

、
個

人
の

権
利

利
益

が
害

さ
れ

る

お
そ

れ
が

な
い

と
認

め
ら

れ
る

と
き

は
、

当
該

部

分
を

除
い

た
部

分
は

、
同

号
の

情
報

に
含

ま
れ

な

い
も

の
と

み
な

し
て

、
前

項
の

規
定

を
適

用
す

る

。
 

・
追

加
 

⇒
個

人
識

別
性

の
あ

る
部

分
を

除
い

て
開

示
し

て

も
、

例
え

ば
、

未
発

表
の

論
文

等
、

個
人

の
権

利
利

益
を

害
す

る
お

そ
れ

の
あ

る
も

の
は

、
こ

の
部

分
開

示
の

対
象

と
は

な
ら

な
い

。
 

 
（

公
益

上
の

理
由

に
よ

る
裁

量
的

開
示

）
 

第
９

条
 

実
施

機
関

は
、

開
示

請
求

に
係

る
行

政
文

書
に

不
開

示
情

報
（

第
７

条
第

１
号

に
掲

げ
る

情

・
追

加
 

⇒
改

正
案

第
７

条
の

規
定

を
「

不
開

示
情

報
が

含

ま
れ

る
場

合
を

除
き

、
開

示
を

義
務

付
け

る
」
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行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

報
を

除
く

。
）

が
記

録
さ

れ
て

い
る

場
合

で
あ

っ

て
も

、
公

益
上

特
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き

は
、

開
示

請
求

者
に

対
し

、
当

該
行

政
文

書
を

開

示
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

こ
と

と
す

る
規

定
と

し
た

こ
と

に
伴

い
、

公
益

上
の

必
要

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
は

実
施

機
関

の
裁

量
に

よ
り

開
示

で
き

る
こ

と
と

す
る

規
定

を
追

加
す

る
も

の
 

 
（

行
政

文
書

の
存

否
に

関
す

る
情

報
）

 

第
１

０
条

 
開

示
請

求
に

対
し

、
当

該
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文
書

が
存

在
し

て
い

る
か

否
か

を
答

え

る
だ

け
で

、
不

開
示

情
報

を
開

示
す

る
こ

と
と

な

る
と

き
は

、
実

施
機

関
は

、
当

該
行

政
文

書
の

存

否
を

明
ら

か
に

し
な

い
で

、
当

該
開

示
請

求
を

拒

否
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

・
追

加
 

⇒
存

否
不

開
示

に
関

す
る

根
拠

規
定

の
追

加
 

（
行

政
情

報
の

公
開

の
請

求
に

対
す

る
決

定
等

）
 

第
７

条
 

実
施

機
関

は
、

第
５

条
の

規
定

に
基

づ
き

行
政

情
報

の
公

開
の

請
求

が
あ

っ
た

と
き

は
、

当

該
請

求
が

あ
っ

た
日

か
ら

起
算

し
て

１
５

日
以

内

に
、

当
該

請
求

に
係

る
行

政
情

報
の

公
開

を
す

る

旨
又

は
行

政
情

報
の

公
開

を
し

な
い

旨
の

決
定

を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

実
施

機
関

は
、

前
項

の
決

定
を

し
た

と
き

は
、

直
ち

に
、

当
該

決
定

を
書

面
に

よ
り

行
政

情
報

の

公
開

を
請

求
し

た
も

の
（

以
下

「
請

求
者

」
と

い

う
。

）
に

通
知

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し

、
当

該
決

定
が

当
該

請
求

に
係

る
行

政
情

報
の

全

部
の

公
開

を
す

る
旨

で
あ

っ
て

、
当

該
請

求
が

あ

っ
た

日
に

行
政

情
報

の
公

開
を

す
る

と
き

は
、

口

頭
に

よ
り

行
う

こ
と

が
で

き
る

。
 

（
開

示
請

求
に

対
す

る
措

置
）

 

第
１

１
条

 
実

施
機

関
は

、
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文
書

の
全

部
又

は
一

部
を

開
示

す
る

と
き

は
、

そ

の
旨

の
決

定
を

し
、

開
示

請
求

者
に

対
し

、
そ

の

旨
及

び
開

示
の

実
施

に
関

し
必

要
な

事
項

を
書

面

に
よ

り
通

知
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

・
改

正
 

⇒
決

定
期

限
は

次
条

に
規

定
し

、
こ

の
条

で
は

、

決
定

及
び

通
知

に
つ

い
て

定
め

る
。

 

⇒
現

行
条

例
第

２
項

た
だ

し
書

の
規

定
は

、
情

報

公
開

制
度

に
よ

ら
ず

と
も

、
情

報
提

供
（

一
般

に
公

開
を

予
定

さ
れ

て
い

る
情

報
（

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
や

広
報

等
に

掲
載

さ
れ

て
い

る
情

報
な

ど
）

に
つ

い
て

、
情

報
の

提
供

を
行

う
こ

と
。

）
の

範
囲

内
で

対
応

可
能

で
あ

る
こ

と
か

ら
削

除
 

３
 

実
施

機
関

は
、

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
行

政
情

報
の

公
開

を
し

な
い

旨
の

決
定

（
第

１
０

条
の

規

定
に

よ
る

行
政

情
報

の
一

部
の

公
開

の
決

定
を

含

む
。

）
を

し
た

と
き

は
、

前
項

の
書

面
に

そ
の

理

由
を

記
載

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
の

場
合

に

お
い

て
、

当
該

理
由

が
な

く
な

る
期

日
を

あ
ら

か

２
 

実
施

機
関

は
、

開
示

請
求

に
係

る
行

政
文

書
の

全
部

を
開

示
し

な
い

と
き

（
前

条
の

規
定

に
基

づ

き
開

示
請

求
を

拒
否

す
る

と
き

及
び

開
示

請
求

に

係
る

行
政

文
書

を
保

有
し

て
い

な
い

と
き

を
含

む

。
）

は
、

開
示

を
し

な
い

旨
の

決
定

を
し

、
開

示

請
求

者
に

対
し

、
そ

の
旨

を
書

面
に

よ
り

通
知

し

・
改

正
 

⇒
後

段
の

規
定

を
削

除
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じ
め

明
示

す
る

こ
と

が
で

き
る

と
き

は
、

当
該

期

日
を

同
項

の
書

面
に

付
記

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

。
 

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

４
 

実
施

機
関

は
、

や
む

を
得

な
い

理
由

に
よ

り
、

第
１

項
の

期
間

内
に

同
項

の
決

定
を

す
る

こ
と

が

で
き

な
い

と
き

は
、

必
要

な
限

度
に

お
い

て
、

当

該
期

間
を

延
長

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
こ

の
場

合

に
お

い
て

、
実

施
機

関
は

、
直

ち
に

、
延

長
の

期

間
及

び
理

由
を

書
面

に
よ

り
請

求
者

に
通

知
し

な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
開

示
決

定
等

の
期

限
）

 

第
１
２
条
 
前
条
各
項
の
決
定
（
以
下
「
開
示
決
定
等
」

と
い
う
。
）
は
、
開
示
請
求
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し

て
１
５
日
以
内
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

第
６
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
補
正
を
求
め
た
場
合
に

あ
っ
て
は
、
当
該
補
正
に
要
し
た
日
数
は
、
当
該
期
間

に
算
入
し
な
い
。
 

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
実
施
機
関
は
、
事
務

処
理
上
の
困
難
そ
の
他
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
は
、

同
項
に
規
定
す
る
期
間
を
３
０
日
以
内
に
限
り
延
長
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
実
施
機
関

は
、
開
示
請
求
者
に
対
し
、
遅
滞
な
く
、
延
長
後
の
期

間
及
び
延
長
の
理
由
を
書
面
に
よ
り
通
知
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

・
改

正
 

⇒
決

定
期

限
を

延
長

す
る

場
合

の
最

大
日

数
を

３

０
日

と
定

め
る

こ
と

。
 

 
（
開
示
決
定
等
の
期
限
の
特
例
）
 

第
１
３
条
 
開
示
請
求
に
係
る
行
政
文
書
が
著
し
く
大
量

で
あ
る
た
め
、
開
示
請
求
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て

４
５
日
以
内
に
そ
の
全
て
に
つ
い
て
開
示
決
定
等
を
す

る
こ
と
に
よ
り
事
務
の
遂
行
に
著
し
い
支
障
が
生
ず
る

お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
は
、
前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
実
施
機
関
は
、
開
示
請
求
に
係
る
行
政
文
書
の
う

ち
の
相
当
の
部
分
に
つ
き
当
該
期
間
内
に
開
示
決
定
等

を
し
、
残
り
の
行
政
文
書
に
つ
い
て
は
相
当
の
期
間
内

に
開
示
決
定
等
を
す
れ
ば
足
り
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
実
施
機
関
は
同
条
第
１
項
に
規
定
す
る
期
間
内
に

、
開
示
請
求
者
に
対
し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
書
面
に

よ
り
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
１
）
こ
の
条
を
適
用
す
る
旨
及
び
そ
の
理
由
 

（
２
）
残
り
の
行
政
文
書
に
つ
い
て
開
示
決
定
等
を
す
る

期
限
 

・
追

加
 

⇒
開

示
請

求
が

著
し

く
大

量
で

あ
る

場
合

の
期

限

の
特

例
を

定
め

る
こ

と
。
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（
事
案
の
移
送
）
 

第
１
４
条
 
実
施
機
関
は
、
開
示
請
求
に
係
る
行
政
文
書

が
他
の
実
施
機
関
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と

き
そ
の
他
他
の
実
施
機
関
に
お
い
て
開
示
決
定
等
を
す

る
こ
と
に
つ
き
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
他

の
実
施
機
関
と
協
議
の
上
、
当
該
他
の
実
施
機
関
に
対

し
、
事
案
を
移
送
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
移
送
を
し
た
実
施
機
関
は
、
開
示
請
求
者
に

対
し
、
事
案
を
移
送
し
た
旨
を
書
面
に
よ
り
通
知
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

・
追

加
 

⇒
実

際
に

は
開

示
請

求
が

あ
っ

た
時

点
で

請
求

先

の
実

施
機

関
も

含
め

案
内

す
る

こ
と

か
ら

、
移

送
す

る
こ

と
は

ほ
ぼ

な
い

と
思

わ
れ

る
が

、
個

人
情

報
保

護
条

例
に

お
け

る
開

示
請

求
等

と
同

様
の

取
扱

い
と

す
る

た
め

、
追

加
す

る
も

の
 

 
２
 
前
項
の
規
定
に
よ
り
事
案
が
移
送
さ
れ
た
と
き
は
、

移
送
を
受
け
た
実
施
機
関
に
お
い
て
、
当
該
開
示
請
求

に
つ
い
て
の
開
示
決
定
等
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
移
送
を
し
た
実
施
機
関
が
移
送

前
に
し
た
行
為
は
、
移
送
を
受
け
た
実
施
機
関
が
し
た

も
の
と
み
な
す
。
 

 

 
３
 
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
移
送
を
受
け
た
実
施
機
関

が
第
１
１
条
第
１
項
の
決
定
（
以
下
「
開
示
決
定
」
と

い
う
。
）
を
し
た
と
き
は
、
当
該
実
施
機
関
は
、
開
示

の
実
施
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
移
送
を
し
た
実
施
機
関
は
、
当
該
開
示
の
実
施
に

必
要
な
協
力
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

５
 

実
施

機
関

は
、

第
１

項
の

決
定

を
す

る
場

合
に

お
い

て
、

当
該

決
定

に
係

る
行

政
情

報
に

実
施

機

関
以

外
の

も
の

に
関

す
る

情
報

が
記

録
さ

れ
て

い

る
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

、
当

該
実

施
機

関
以

外

の
も

の
の

意
見

を
聞

く
こ

と
が

で
き

る
。

 

（
第

三
者

に
対

す
る

意
見

書
提

出
の

機
会

の
付

与

等
）

 

第
１

５
条

 
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文
書

に
市

、
国

、
独

立
行

政
法

人
等

、
市

以
外

の
地

方
公

共
団

体

、
地

方
独

立
行

政
法

人
及

び
開

示
請

求
者

以
外

の

者
（

以
下

「
第

三
者

」
と

い
う

。
）

に
関

す
る

情

報
が

記
録

さ
れ

て
い

る
と

き
は

、
実

施
機

関
は

、

開
示

決
定

等
を

す
る

に
当

た
っ

て
、

当
該

情
報

に

係
る

第
三

者
に

対
し

、
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文

書
の

表
示

そ
の

他
規

則
で

定
め

る
事

項
を

通
知

し

て
、

意
見

書
を

提
出

す
る

機
会

を
与

え
る

こ
と

が

・
不

変
 

⇒
任

意
的

意
見

聴
取

規
定

。
口

頭
に

よ
る

通
知

も

許
容

さ
れ

る
。
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で
き

る
。

 

 
２

 
実

施
機

関
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当

す
る

と
き

は
、

開
示

決
定

に
先

立
ち

、
当

該
第

三

者
に

対
し

、
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文
書

の
表

示

そ
の

他
規

則
で

定
め

る
事

項
を

書
面

に
よ

り
通

知

し
て

、
意

見
書

を
提

出
す

る
機

会
を

与
え

な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
、

当
該

第
三

者
の

所
在

が

判
明

し
な

い
場

合
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

（
１

）
第

三
者

に
関

す
る

情
報

が
記

録
さ

れ
て

い
る

行
政

文
書

を
開

示
し

よ
う

と
す

る
場

合
で

あ
っ

て
、

当
該

情
報

が
第

７
条

第
２

号
イ

又
は

同
条

第
３

号
た

だ
し

書
に

規
定

す
る

情
報

に
該

当
す

る
と

認
め

ら
れ

る
と

き
。

 

（
２

）
第

三
者

に
関

す
る

情
報

が
記

録
さ

れ
て

い
る

行
政

文
書

を
第

９
条

の
規

定
に

よ
り

開
示

し
よ

う
と

す
る

と
き

。
 

・
追

加
 

⇒
必

要
的

意
見

聴
取

規
定

。
通

知
は

書
面

に
よ

ら

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

⇒
当

該
第

三
者

の
所

在
が

判
明

し
な

い
場

合
は

、

そ
れ

を
明

ら
か

に
す

る
た

め
の

合
理

的
努

力
を

要
す

る
。

 

   第
７

条
第

２
号

イ
及

び
同

条
第

３
号

た
だ

し
書

 

人
の

生
命

、
健

康
、

生
活

又
は

財
産

を
保

護
す

る
た

め
、

公
に

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

と
認

め

ら
れ

る
情

報
 

第
９

条
 

裁
量

的
開

示
に

関
す

る
規

定
 

 
３

 
実

施
機

関
は

、
前

２
項

の
規

定
に

よ
り

意
見

書

の
提

出
の

機
会

を
与

え
ら

れ
た

第
三

者
が

当
該

行

政
文

書
の

開
示

に
反

対
の

意
思

を
表

示
し

た
意

見

書
を

提
出

し
た

場
合

に
お

い
て

、
開

示
決

定
を

す

る
と

き
は

、
開

示
決

定
の

日
と

開
示

を
実

施
す

る

日
と

の
間

に
少

な
く

と
も

２
週

間
を

置
か

な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
実

施
機

関

は
、

開
示

決
定

後
直

ち
に

、
当

該
意

見
書

（
第

２

０
条

第
１

項
及

び
第

３
項

に
お

い
て

「
反

対
意

見

書
」

と
い

う
。

）
を

提
出

し
た

第
三

者
に

対
し

、

開
示

決
定

を
し

た
旨

及
び

そ
の

理
由

並
び

に
開

示

を
実

施
す

る
日

を
書

面
に

よ
り

通
知

し
な

け
れ

ば

な
ら

な
い

。
 

・
追

加
 

⇒
反
対
意
見
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
開
示
決

定
を
行
う
と
き
は
、
当
該
第
三
者
の
た
め
に
争
訟
の

機
会
を
確
保
す
る
こ
と
を
定
め
た
も
の
。
 

⇒
反
対
意
見
書
を
提
出
し
て
い
な
い
第
三
者
に
は
、
開

示
決
定
を
し
た
旨
の
通
知
を
行
う
義
務
は
な
い
が
、

口
頭
を
含
め
、
同
様
の
通
知
を
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
。
 

（
行

政
情

報
の

公
開

の
実

施
）

 

第
８

条
 

実
施

機
関

は
、

前
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
行

政
情

報
の

公
開

を
す

る
旨

の
決

定
を

し
た

と

（
開

示
の

実
施

）
 

第
１

６
条

 
行

政
文

書
の

開
示

は
、

文
書

又
は

図
画

に
つ

い
て

は
閲

覧
又

は
写

し
の

交
付

に
よ

り
、

電

・
改

正
 

⇒
開

示
決

定
を

受
け

た
日

か
ら

３
０

日
以

内
に

開

示
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
す

る
規
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き
は

、
速

や
か

に
、

請
求

者
に

対
し

て
当

該
行

政

情
報

の
公

開
を

す
る

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

当

該
行

政
情

報
が

存
在

し
な

い
と

き
に

あ
っ

て
は

、

前
条

第
２

項
の

書
面

で
そ

の
旨

を
併

せ
て

通
知

す

る
も

の
と

す
る

。
 

２
 

実
施

機
関

は
、

行
政

情
報

の
公

開
を

す
る

こ
と

に
よ

り
当

該
行

政
情

報
が

汚
損

さ
れ

、
又

は
損

傷

さ
れ

る
お

そ
れ

が
あ

る
と

き
、

第
１

０
条

の
規

定

に
よ

り
行

政
情

報
の

一
部

の
公

開
を

す
る

と
き

そ

の
他

相
当

の
理

由
が

あ
る

と
き

は
、

当
該

行
政

情

報
の

公
開

に
代

え
て

、
当

該
行

政
情

報
を

複
写

し

た
物

を
公

開
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

磁
的

記
録

に
つ

い
て

は
そ

の
種

別
、

情
報

化
の

進

展
状

況
等

を
勘

案
し

て
規

則
で

定
め

る
方

法
に

よ

り
行

う
も

の
と

す
る

。
た

だ
し

、
閲

覧
の

方
法

に

よ
る

行
政

文
書

の
開

示
に

あ
っ

て
は

、
実

施
機

関

は
、

当
該

行
政

文
書

の
保

存
に

支
障

を
生

ず
る

お

そ
れ

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
そ

の
他

正
当

な
理

由

が
あ

る
と

き
は

、
そ

の
写

し
に

よ
り

、
こ

れ
を

行

う
こ

と
が

で
き

る
。

 

２
 

開
示

決
定

に
基

づ
き

行
政

文
書

の
開

示
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

は
、

第
１

１
条

に
規

定
す

る
通

知

が
あ

っ
た

日
か

ら
起

算
し

て
３

０
日

以
内

に
そ

の

旨
を

申
し

出
て

、
そ

の
開

示
を

受
け

な
け

れ
ば

な

ら
な

い
。

た
だ

し
、

当
該

期
間

内
に

当
該

申
出

を

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
こ

と
に

つ
き

正
当

な
理

由

が
あ

る
と

き
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

 

定
を

追
加

（
第

２
項

）
 

（
他

の
制

度
と

の
調

整
）

 

第
３

１
条

 
法

令
等

の
規

定
に

よ
り

、
閲

覧
若

し
く

は
縦

覧
又

は
謄

本
、

抄
本

等
の

交
付

の
手

続
が

定

め
ら

れ
て

い
る

場
合

に
は

、
当

該
法

令
等

の
定

め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

 

２
 

こ
の

条
例

の
規

定
は

、
図

書
館

等
に

お
い

て
、

住
民

の
利

用
に

供
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
管

理

し
て

い
る

行
政

情
報

に
つ

い
て

は
、

適
用

し
な

い

。
 

（
法

令
等

に
よ

る
開

示
の

実
施

と
の

調
整

）
 

第
１

７
条

 
実

施
機

関
は

、
法

令
等

の
規

定
に

よ
り

、
何

人
に

も
開

示
請

求
に

係
る

行
政

文
書

が
前

条

第
１

項
本

文
に

規
定

す
る

方
法

と
同

一
の

方
法

で

開
示

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

場
合

（
開

示
の

期

間
が

定
め

ら
れ

て
い

る
場

合
に

あ
っ

て
は

、
当

該

期
間

内
に

限
る

。
）

に
は

、
同

項
本

文
の

規
定

に

か
か

わ
ら

ず
、

当
該

行
政

文
書

に
つ

い
て

は
、

当

該
同

一
の

方
法

に
よ

る
開

示
を

行
わ

な
い

。
た

だ

し
、

当
該

法
令

等
の

規
定

に
一

定
の

場
合

に
は

開

示
を

し
な

い
旨

の
定

め
が

あ
る

と
き

は
、

こ
の

限

り
で

な
い

。
 

２
 

法
令

等
の

規
定

に
定

め
る

開
示

の
方

法
が

縦
覧

で
あ

る
と

き
は

、
当

該
縦

覧
を

前
条

第
１

項
本

文

の
閲

覧
と

み
な

し
て

、
前

項
の

規
定

を
適

用
す

る

。
 

・
改

正
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（
費

用
負

担
）

 

第
１

４
条

 
こ

の
条

例
の

規
定

に
よ

る
行

政
情

報
の

閲
覧

に
要

す
る

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

手
数

料
は

、
無

料

と
す

る
。

 

２
 

第
５

条
の

行
政

情
報

の
公

開
の

請
求

又
は

前
条

第
１

項
若

し
く

は
第

２
項

の
行

政
情

報
の

公
開

の

申
出

に
係

る
行

政
情

報
（

第
８

条
第

２
項

の
規

定

に
基

づ
き

行
政

情
報

を
複

写
し

た
も

の
を

含
む

。

）
の

写
し

の
交

付
を

行
う

場
合

に
お

け
る

当
該

行

政
情

報
の

写
し

の
作

成
及

び
送

付
に

要
す

る
費

用

は
、

請
求

者
の

負
担

と
す

る
。

 

（
費

用
負

担
）

 

第
１

８
条

 
開

示
請

求
及

び
第

１
６

条
第

２
項

の
規

定
に

よ
る

申
出

（
以

下
こ

の
条

に
お

い
て

「
開

示

請
求

等
」

と
い

う
。

）
に

係
る

手
数

料
は

、
無

料

と
す

る
。

 

２
 

第
１

６
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
写

し
の

交
付

を
受

け
る

者
は

、
規

則
で

定
め

る
額

の
当

該
写

し

の
交

付
に

要
す

る
費

用
及

び
送

付
に

要
す

る
費

用

を
負

担
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 

第
１

６
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
電

磁
的

記
録

の
開

示
を

受
け

る
者

は
、

規
則

で
定

め
る

額
の

当

該
開

示
の

実
施

に
要

す
る

費
用

及
び

送
付

に
要

す

る
費

用
を

負
担

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
改

正
 

⇒
規

定
の

整
備

 

⇒
手

数
料

に
つ

い
て

は
改

正
案

に
お

い
て

も
徴

収

し
な

い
。

 

 
第

３
章

 
審

査
請

求
 

 

（
審

査
請

求
）

 

第
１

１
条

 
請

求
者

は
、

こ
の

条
例

に
よ

る
処

分
に

不
服

が
あ

る
と

き
は

、
行

政
不

服
審

査
法

（
平

成

２
６

年
法

律
第

６
８

号
）

の
規

定
に

基
づ

き
、

審

査
請

求
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
削

除
 

（
審

理
員

に
よ

る
審

理
手

続
に

関
す

る
規

定
の

適

用
除

外
）

 

第
１

１
条

の
２

 
第

７
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
公

開
決

定
等

又
は

公
開

請
求

に
係

る
不

作
為

に
係

る

審
査

請
求

に
つ

い
て

は
、

行
政

不
服

審
査

法
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
第

９
条

第
１

項
 

 

の
規

定
は

、
適

用
し

な
い

。
 

（
審

理
員

の
指

名
等

の
適

用
除

外
）

 

 第
１

９
条

 
 

 
開

示
決

定
等

又
は

開
示

請
求

に
係

る
不

作
為

に
係

る
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

審
査

請
求

に
つ

い
て

は
、

行
政

不
服

審
査

法
（

平

成
２

６
年

法
律

第
６

８
号

）
第

９
条

第
１

項
本

文

の
規

定
は

、
適

用
し

な
い

。
 

・
改

正
 

⇒
規

定
の

整
備

 

（
不

服
審

査
会

へ
の

諮
問

）
 

第
１

２
条

 
第

７
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
公

開
決

定
等

又
は

公
開

請
求

に
係

る
不

作
為

に
つ

い
て

審

査
請

求
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
審

査
請

求
に

対

す
る

裁
決

を
す

べ
き

実
施

機
関

は
、

次
の

各
号

の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
場

合
を

除
き

 
 

 
 

 

（
審

査
会

へ
の

諮
問

等
）

 

第
２

０
条

 
開

示
決

定
等

又
は

開
示

請
求

に
係

る
不

作
為

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
つ

い
て

審

査
請

求
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
審

査
請

求
に

対

す
る

裁
決

を
す

べ
き

実
施

機
関

は
、

次
の

各
号

の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
場

合
を

除
き

、
遅

滞
な

く

・
改

正
 

⇒
規

定
の

整
備
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、
不

服
審

査
会

（
第

１
５

条
に

規
定

す
る

不
服

審

査
会

を
い

う
。

同
条

を
除

き
、

以
下

同
じ

。
）

に

諮
問

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
１

）
審

査
請

求
が

不
適

法
で

あ
り

、
却

下
す

る
場

合
 

（
２

）
裁

決
で

、
審

査
請

求
の

全
部

を
認

容
し

、
当

該
審

査
請

求
に

係
る

行
政

情
報

の
全

部
を

公
開

す
る

こ
と

と
す

る
場

合
（

当
該

行
政

情
報

の
公

開
に

つ
い

て
、

第
三

者
か

ら
反

対
の

意
思

を
表

明
さ

れ
て

い
る

場
合

を
除

く
。

）
 

、
滝

沢
市

情
報

公
開

・
個

人
情

報
保

護
審

査
会

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に

諮
問

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
１

）
審

査
請

求
が

不
適

法
で

あ
り

、
却

下
す

る
場

合
 

（
２

）
裁

決
で

、
審

査
請

求
の

全
部

を
認

容
し

、
当

該
審

査
請

求
に

係
る

行
政

文
書

の
全

部
を

開
示

す
る

こ
と

と
す

る
場

合
（

当
該

行
政

文
書

の
開

示
に

つ
い

て
反

対
意

見
書

が
提

出
さ

れ
て

い
る

 
 

 
 

 
 

場
合

を
除

く
。

）
 

２
 

前
項

の
規

定
に

よ
る

諮
問

は
、

行
政

不
服

審
査

法
第

９
条

第
３

項
に

お
い

て
読

み
替

え
て

適
用

す

る
同

法
第

２
９

条
第

２
項

の
弁

明
書

の
写

し
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
を

添
え

て

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

前
項

の
規

定
に

よ
る

諮
問

は
、

行
政

不
服

審
査

法
第

９
条

第
３

項
に

お
い

て
読

み
替

え
て

適
用

す

る
同

法
第

２
９

条
第

２
項

の
弁

明
書

の
写

し
（

同

法
第

９
条

第
３

項
に

お
い

て
読

み
替

え
て

適
用

す

る
同

法
第

３
０

条
第

１
項

の
反

論
書

又
は

同
法

第

９
条

第
３

項
に

お
い

て
読

み
替

え
て

適
用

す
る

同

法
第

３
０

条
第

２
項

の
意

見
書

の
提

出
が

あ
っ

た

場
合

に
あ

っ
て

は
、

当
該

弁
明

書
の

写
し

及
び

当

該
反

論
書

又
は

当
該

意
見

書
の

写
し

）
を

添
え

て

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 

 
３

 
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

諮
問

を
し

た
実

施
機

関

（
次

項
及

び
第

２
７

条
に

お
い

て
「

諮
問

実
施

機

関
」

と
い

う
。

）
は

、
次

に
掲

げ
る

者
に

対
し

、

諮
問

を
し

た
旨

を
通

知
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
１

）
審

査
請

求
人

及
び

参
加

人
（

行
政

不
服

審
査

法
第

１
３

条
第

４
項

に
規

定
す

る
参

加
人

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

 

（
２

）
開

示
請

求
者

（
開

示
請

求
者

が
審

査
請

求
人

又
は

参
加

人
で

あ
る

場
合

を
除

く
。

）
 

（
３

）
当

該
審

査
請

求
に

係
る

行
政

文
書

の
開

示
に

つ
い

て
反

対
意

見
書

を
提

出
し

た
第

三
者

（
当

該
第

三
者

が
審

査
請

求
人

又
は

参
加

人
で

あ
る

 

27



別
紙
３

 

 

17
/2
4 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

場
合

を
除

く
。

）
 

３
 

実
施

機
関

 
 

は
、

第
１

項
の

 
 

 
 

 
諮

問
に

対
す

る
答

申
を

受
け

た
と

き
は

、
そ

の
答

申

を
尊

重
し

て
、

速
や

か
に

、
当

該
審

査
請

求
に

つ

い
て

の
裁

決
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

４
 

諮
問

実
施

機
関

は
、

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
諮

問
に

対
す

る
答

申
を

受
け

た
と

き
は

、
そ

の
答

申

を
尊

重
し

て
、

速
や

か
に

 
当

該
審

査
請

求
に

つ

い
て

の
裁

決
を

し
 

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 

 
（

第
三

者
か

ら
の

審
査

請
求

を
棄

却
す

る
場

合
等

に
お

け
る

手
続

）
 

第
２

１
条

 
第

１
５

条
第

３
項

の
規

定
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
裁

決
を

す
る

場
合

に

つ
い

て
準

用
す

る
。

 

（
１

）
開

示
決

定
に

対
す

る
第

三
者

か
ら

の
審

査
請

求
を

却
下

し
、

又
は

棄
却

す
る

裁
決

 

（
２

）
審

査
請

求
に

係
る

開
示

決
定

等
（

開
示

請
求

に
係

る
行

政
文

書
の

全
部

を
開

示
す

る
旨

の
決

定
を

除
く

。
）

を
変

更
し

、
当

該
審

査
請

求
に

係
る

行
政

文
書

を
開

示
す

る
旨

の
裁

決
（

第
三

者
で

あ
る

参
加

人
が

当
該

行
政

文
書

の
開

示
に

反
対

の
意

思
を

表
示

し
て

い
る

場
合

に
限

る
。

）
 

・
追

加
 

⇒
第

三
者

か
ら

の
審

査
請

求
を

棄
却

し
、

開
示

す

る
場

合
等

は
、

当
該

第
三

者
に

争
訟

の
た

め
の

便
宜

を
図

る
た

め
、

当
該

裁
決

の
日

か
ら

開
示

の
日

ま
で

の
間

に
少

な
く

と
も

２
週

間
の

期
間

を
置

く
こ

と
を

定
め

る
も

の
 

（
行

政
情

報
の

任
意

公
開

）
 

第
１

３
条

 
実

施
機

関
は

、
第

５
条

各
号

に
掲

げ
る

も
の

以
外

の
も

の
か

ら
、

行
政

情
報

の
公

開
の

申

出
が

あ
っ

た
と

き
は

、
こ

れ
に

応
ず

る
よ

う
努

め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

実
施

機
関

は
、

第
５

条
各

号
に

掲
げ

る
も

の
か

ら
、

こ
の

条
例

の
規

定
の

適
用

を
受

け
な

い
行

政

情
報

（
第

３
１

条
に

規
定

す
る

も
の

を
除

く
。

）

に
つ

い
て

、
当

該
行

政
情

報
の

公
開

の
申

出
が

あ

っ
た

と
き

は
、

こ
れ

に
応

ず
る

よ
う

努
め

な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

・
削

除
 

⇒
開

示
請

求
権

者
を

「
何

人
も

」
と

改
め

る
こ

と

及
び

情
報

公
開

制
度

の
対

象
外

の
情

報
に

つ
い

て
は

情
報

提
供

制
度

に
よ

る
べ

き
も

の
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
任

意
公

開
制

度
の

規
定

は
削

除
す

る
。

 

第
３

章
 

滝
沢

市
行

政
情

報
公

開
・

個
人

情

報
保

護
不

服
審

査
会

 

 
削

除
（

新
規

に
審

査
会

条
例

を
制

定
予

定
の

た
め

）
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第
４

章
 

滝
沢

市
行

政
情

報
公

開
・

個
人

情

報
保

護
運

営
審

議
会

 

【
審

査
会

】
 

（
設

置
）

 

第
１

５
条

 
第

１
２

条
第

１
項

及
び

滝
沢

市
個

人
情

報
保

護
条

例
（

平
成

９
年

滝
沢

村
条

例
第

９
号

。

以
下

「
個

人
情

報
保

護
条

例
」

と
い

う
。

）
第

２

５
条

第
１

項
の

諮
問

に
応

じ
て

審
査

を
行

わ
せ

る

た
め

、
市

長
の

附
属

機
関

と
し

て
滝

沢
市

行
政

情

報
公

開
・

個
人

情
報

保
護

不
服

審
査

会
を

置
く

。
 

【
審

議
会

】
 

（
設

置
等

）
 

第
２

２
条

 
こ

の
条

例
に

よ
る

行
政

情
報

公
開

制
度

及
び

個
人

情
報

保
護

条
例

に
よ

る
個

人
情

報
保

護

制
度

の
適

正
か

つ
円

滑
な

運
営

を
推

進
す

る
た

め

、
市

長
の

附
属

機
関

と
し

て
、

滝
沢

市
行

政
情

報

公
開

・
個

人
情

報
保

護
運

営
審

議
会

（
以

下
「

審

議
会

」
と

い
う

。
）

を
置

く
。

 

２
 

審
議

会
は

、
行

政
情

報
公

開
制

度
及

び
個

人
情

報
保

護
制

度
の

運
営

に
関

す
る

重
要

事
項

及
び

改

善
に

つ
い

て
、

実
施

機
関

の
諮

問
に

応
じ

調
査

、

審
議

す
る

。
 

３
 

審
議

会
は

、
前

項
の

調
査

、
審

議
の

ほ
か

、
行

政
情

報
公

開
制

度
及

び
個

人
情

報
保

護
制

度
の

実

施
に

関
し

、
市

長
に

意
見

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き

る
。

 

 
 

【
審

査
会

】
 

（
組

織
）

 

第
１

６
条

 
不

服
審

査
会

は
、

委
員

５
人

以
内

で
組

織
す

る
。

 

２
 

委
員

は
、

学
識

経
験

を
有

す
る

者
の

う
ち

か
ら

市
長

が
委

嘱
す

る
。
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改
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後
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考
 

３
 

委
員

の
任

期
は

、
２

年
と

し
、

補
欠

の
委

員
の

任
期

は
前

任
者

の
残

任
期

間
と

す
る

。
た

だ
し

、

再
任

を
妨

げ
な

い
。

 

（
秘

密
の

保
持

）
 

第
２

０
条

 
委

員
は

、
職

務
上

知
り

得
た

秘
密

を
漏

ら
し

て
は

な
ら

な
い

。
そ

の
職

を
退

い
た

後
も

同

様
と

す
る

。
 

【
審

議
会

】
 

（
組

織
）

 

第
２

３
条

 
審

議
会

は
、

委
員

１
０

人
以

内
で

組
織

す
る

。
 

２
 

委
員

は
、

市
民

及
び

学
識

経
験

を
有

す
る

者
の

う
ち

か
ら

市
長

が
委

嘱
す

る
。

 

３
 

委
員

の
任

期
は

、
２

年
と

し
、

補
欠

の
委

員
の

任
期

は
前

任
者

の
残

任
期

間
と

す
る

。
た

だ
し

、

再
任

を
妨

げ
な

い
。

 

【
審

査
会

】
 

（
会

長
）

 

第
１

７
条

 
不

服
審

査
会

に
会

長
を

置
き

、
委

員
の

互
選

と
す

る
。

 

２
 

会
長

は
、

会
務

を
総

理
し

、
会

議
の

議
長

と
な

る
。

 

３
 

会
長

に
事

故
が

あ
る

と
き

、
又

は
会

長
が

欠
け

た
と

き
は

、
会

長
が

あ
ら

か
じ

め
指

名
す

る
委

員

が
、

そ
の

職
務

を
代

理
す

る
。

 

【
審

議
会

】
 

（
会

長
）

 

第
２

４
条

 
審

議
会

に
会

長
を

置
き

、
委

員
の

互
選

と
す

る
。

 

２
 

会
長

は
、

会
務

を
総

理
し

、
会

議
の

議
長

と
な

る
。

 

３
 

会
長

に
事

故
が

あ
る

と
き

、
又

は
会

長
が

欠
け
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た
と

き
は

、
会

長
が

あ
ら

か
じ

め
指

名
す

る
委

員

が
、

そ
の

職
務

を
代

理
す

る
。

 

【
審

査
会

】
 

（
会

議
）

 

第
１

８
条

 
不

服
審

査
会

は
、

会
長

が
招

集
す

る
。

 

２
 

不
服

審
査

会
は

、
委

員
の

半
数

以
上

が
出

席
し

な
け

れ
ば

会
議

を
開

く
こ

と
が

で
き

な
い

。
 

３
 

不
服

審
査

会
の

議
事

は
、

出
席

委
員

の
過

半
数

で
決

し
、

可
否

同
数

の
と

き
は

、
議

長
の

決
す

る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
 

【
審

議
会

】
 

（
会

議
）

 

第
２

５
条

 
審

議
会

は
、

会
長

が
招

集
す

る
。

 

２
 

審
議

会
は

、
委

員
の

半
数

以
上

が
出

席
し

な
け

れ
ば

会
議

を
開

く
こ

と
が

で
き

な
い

。
 

３
 

審
議

会
の

議
事

は
、

出
席

委
員

の
過

半
数

で
決

し
、

可
否

同
数

の
と

き
は

、
議

長
の

決
す

る
と

こ

ろ
に

よ
る

。
 

 
 

【
審

議
会

の
み

】
 

（
意

見
等

の
聴

取
等

）
 

第
２

６
条

 
審

議
会

は
、

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
専

門
的

事
項

に
関

し
学

識
経

験
を

有
す

る

者
、

実
施

機
関

の
職

員
そ

の
他

の
者

の
出

席
を

求

め
、

質
問

を
発

し
、

又
は

意
見

の
陳

述
、

必
要

な

書
類

の
提

出
若

し
く

は
説

明
を

求
め

る
こ

と
が

で

き
る

。
 

 
 

【
審

査
会

の
み

】
 

（
不

服
審

査
会

の
調

査
権

限
）

 

第
１

９
条

 
不

服
審

査
会

は
、

審
査

請
求

に
係

る
事

件
に

関
し

、
審

査
請

求
人

、
参

加
人

（
行

政
不

服

審
査

法
第

１
３

条
第

４
項

に
規

定
す

る
参

加
人

を

い
う

。
次

条
第

２
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

又
は

実
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施
機

関
（

以
下

「
審

査
請

求
人

等
」

と
い

う
。

）

に
意

見
書

又
は

資
料

の
提

出
を

求
め

る
こ

と
、

適

当
と

認
め

る
者

に
そ

の
知

っ
て

い
る

事
実

を
陳

述

さ
せ

又
は

鑑
定

を
求

め
る

こ
と

そ
の

他
必

要
な

調

査
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

【
審

査
会

の
み

】
 

（
意

見
の

陳
述

）
 

第
１

９
条

の
２

 
不

服
審

査
会

は
、

審
査

請
求

人
等

か
ら

申
立

て
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
審

査
請

求

人
等

に
口

頭
で

意
見

を
述

べ
る

機
会

を
与

え
な

け

れ
ば

な
ら

な
い

。
た

だ
し

、
不

服
審

査
会

が
、

そ

の
必

要
が

な
い

と
認

め
る

と
き

は
、

こ
の

限
り

で

な
い

。
 

２
 

前
項

本
文

の
場

合
に

お
い

て
は

、
審

査
請

求
人

又
は

参
加

人
は

、
不

服
審

査
会

の
許

可
を

得
て

、

補
佐

人
と

と
も

に
出

頭
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 
 

【
審

査
会

の
み

】
 

（
意

見
書

等
の

提
出

）
 

第
１

９
条

の
３

 
審

査
請

求
人

等
は

、
不

服
審

査
会

に
対

し
、

意
見

書
又

は
資

料
を

提
出

す
る

こ
と

が

で
き

る
。

た
だ

し
、

不
服

審
査

会
が

意
見

書
又

は

資
料

を
提

出
す

べ
き

相
当

の
期

間
を

定
め

た
と

き

は
、

そ
の

期
間

内
に

こ
れ

を
提

出
し

な
け

れ
ば

な

ら
な

い
。

 

 
 

 
 

 

【
審

査
会

の
み

】
 

（
提

出
資

料
の

写
し

の
送

付
等

）
 

第
１

９
条

の
４

 
不

服
審

査
会

は
、

第
１

９
条

又
は

前
条

の
規

定
に

よ
る

意
見

書
又

は
資

料
の

提
出

が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
意

見
書

又
は

資
料

の
写

し

（
電

磁
的

記
録

（
電

子
的

方
式

、
磁

気
的

方
式

そ

の
他

人
の

知
覚

に
よ

っ
て

は
認

識
す

る
こ

と
が

で
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き
な

い
方

式
で

作
ら

れ
る

記
録

で
あ

っ
て

、
電

子

計
算

機
に

よ
る

情
報

処
理

の
用

に
供

さ
れ

る
も

の

を
い

う
。

以
下

こ
の

項
及

び
次

項
に

お
い

て
同

じ

。
）

に
あ

っ
て

は
、

当
該

電
磁

的
記

録
に

記
録

さ

れ
た

事
項

を
記

載
し

た
書

面
）

を
当

該
意

見
書

又

は
資

料
を

提
出

し
た

審
査

請
求

人
等

以
外

の
審

査

請
求

人
等

に
送

付
す

る
も

の
と

す
る

。
た

だ
し

、

第
三

者
の

利
益

を
害

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
認

め

ら
れ

る
と

き
、

そ
の

他
正

当
な

理
由

が
あ

る
と

き

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 

２
 

審
査

請
求

人
等

は
、

不
服

審
査

会
に

対
し

、
不

服
審

査
会

に
提

出
さ

れ
た

意
見

書
又

は
資

料
の

閲

覧
（

電
磁

的
記

録
に

あ
っ

て
は

、
記

録
さ

れ
た

事

項
を

不
服

審
査

会
が

定
め

る
方

法
に

よ
り

表
示

し

た
も

の
の

閲
覧

）
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

る
。

こ

の
場

合
に

お
い

て
、

不
服

審
査

会
は

、
第

三
者

の

利
益

を
害

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

、

そ
の

他
正

当
な

理
由

が
あ

る
と

き
で

な
け

れ
ば

、

そ
の

閲
覧

を
拒

む
こ

と
が

で
き

な
い

。
 

 
 

３
 

不
服

審
査

会
は

、
第

１
項

の
規

定
に

よ
る

送
付

を
し

、
又

は
前

項
の

規
定

に
よ

る
閲

覧
を

さ
せ

よ

う
と

す
る

と
き

は
、

当
該

送
付

又
は

閲
覧

に
係

る

意
見

書
又

は
資

料
を

提
出

し
た

審
査

請
求

人
等

の

意
見

を
聴

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
、

不

服
審

査
会

が
、

そ
の

必
要

が
な

い
と

認
め

る
と

き

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 

 
 

４
 

不
服

審
査

会
は

、
第

２
項

の
規

定
に

よ
る

閲
覧

に
つ

い
て

、
日

時
及

び
場

所
を

指
定

す
る

こ
と

が

で
き

る
。

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

33



別
紙
３

 

 

23
/2
4 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

【
審

査
会

】
 

（
会

長
へ

の
委

任
）

 

第
２

１
条

 
こ

の
章

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

不
服

審
査

会
の

運
営

に
関

し
必

要
な

事
項

は
、

会
長

が

不
服

審
査

会
に

諮
っ

て
定

め
る

。
 

【
審

議
会

】
 

（
会

長
へ

の
委

任
）

 

第
２

７
条

 
こ

の
章

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

審
議

会
の

運
営

に
関

し
必

要
な

事
項

は
、

会
長

が
審

議

会
に

諮
っ

て
定

め
る

。
 

 
 

第
５

章
 

雑
則

 
第

４
章

 
雑

則
 

 

 
（

行
政

文
書

の
管

理
）

 

第
２

２
条

 
実

施
機

関
は

、
こ

の
条

例
の

適
正

か
つ

円
滑

な
運

用
に

資
す

る
た

め
、

行
政

文
書

を
適

正

に
管

理
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

実
施

機
関

は
、

行
政

文
書

の
分

類
、

作
成

、
保

存
及

び
廃

棄
そ

の
他

の
行

政
文

書
の

管
理

に
関

す

る
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

の
定

め
を

設
け

な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
追

加
 

⇒
行

政
文

書
は

、
こ

の
条

例
に

お
け

る
開

示
請

求

権
と

い
う

権
利

の
客

体
で

あ
り

、
そ

の
管

理
は

、
こ

の
条

例
の

運
用

を
適

正
か

つ
円

滑
に

行
う

た
め

に
も

適
正

に
行

わ
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

か
ら

、
そ

の
趣

旨
を

条
例

上
明

確
に

し
た

も
の

 

（
行

政
情

報
の

検
索

資
料

の
作

成
）

 

第
２

８
条

 
実

施
機

関
は

、
行

政
情

報
の

検
索

に
必

要
な

資
料

を
作

成
し

、
住

民
の

利
用

に
供

し
な

け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
開

示
請

求
を

し
よ

う
と

す
る

者
に

対
す

る
情

報

の
提

供
等

）
 

第
２

３
条

 
実

施
機

関
は

、
開

示
請

求
を

し
よ

う
と

す
る

者
が

容
易

か
つ

的
確

に
開

示
請

求
を

す
る

こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

当
該

実
施

機
関

が
保

有
す

る

行
政

文
書

の
特

定
に

資
す

る
情

報
の

提
供

そ
の

他

開
示

請
求

を
し

よ
う

と
す

る
者

の
利

便
を

考
慮

し

た
適

切
な

措
置

を
講

じ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
改

正
 

⇒
「

そ
の

他
開

示
請

求
を

し
よ

う
と

す
る

者
の

利

便
を

考
慮

し
た

適
切

な
措

置
」

と
し

て
は

、
情

報
公

開
制

度
の

仕
組

み
や

手
続

に
関

す
る

相
談

、
実

施
機

関
の

組
織

、
業

務
内

容
、

事
務

の
流

れ
等

開
示

請
求

を
行

う
手

が
か

り
と

な
る

情
報

の
提

供
、

請
求

の
あ

っ
た

行
政

文
書

の
所

在
確

認
や

特
定

に
係

る
相

談
と

必
要

な
支

援
等

を
い

う
。

 

（
運

営
状

況
の

報
告

及
び

公
表

）
 

第
２

９
条

 
市

長
は

、
毎

年
 

、
実

施
機

関
に

お
け

る
こ

の
条

例
の

運
営

状
況

を
審

議
会

 
に

報
告

す

る
と

と
も

に
、

住
民

に
公

表
す

る
も

の
と

す
る

。
 

（
運

営
状

況
の

報
告

及
び

公
表

）
 

第
２

４
条

 
市

長
は

、
毎

年
度

、
実

施
機

関
に

お
け

る
こ

の
条

例
の

施
行

の
状

況
を

審
査

会
に

報
告

す

る
と

と
も

に
、

市
民

に
公

表
す

る
も

の
と

す
る

。
 

・
不

変
 

⇒
規

定
の

整
備
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別
紙
３

 

 

24
/2
4 

現
 

 
 

行
 

改
 

正
 

後
 

備
 

 
 

考
 

（
情

報
提

供
に

関
す

る
施

策
の

推
進

）
 

第
３

０
条

 
実

施
機

関
は

、
第

２
章

に
定

め
る

行
政

情
報

の
公

開
 

と
併

せ
て

、
刊

行
物

そ
の

他
の

行

政
資

料
を

広
く

住
民

の
利

用
に

供
す

る
た

め
、

そ

の
収

集
、

管
理

及
び

提
供

の
機

能
の

一
層

の
充

実

を
図

る
等

情
報

提
供

に
関

す
る

施
策

の
推

進
に

努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
情

報
の

提
供

に
関

す
る

施
策

の
推

進
）

 

第
２

５
条

 
実

施
機

関
は

、
第

２
章

に
規

定
す

る
行

政
文

書
の

開
示

と
併

せ
て

、
実

施
機

関
の

保
有

す

る
情

報
が

適
時

に
、

か
つ

、
適

切
な

方
法

で
市

民

に
明

ら
か

に
さ

れ
る

よ
う

、
実

施
機

関
の

保
有

す

る
情

報
の

提
供

 
 

に
関

す
る

施
策

の
推

進
に

努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
不

変
 

⇒
規

定
の

整
備

 

（
委

任
）

 

第
３

２
条

 
こ

の
条

例
に

定
め

る
も

の
の

ほ
か

、
こ

の
条

例
の

施
行

に
関

し
必

要
な

事
項

は
、

実
施

機

関
が

定
め

る
。

 

（
委

任
）

 

第
２

６
条

 
こ

の
条

例
に

定
め

る
も

の
の

ほ
か

、
こ

の
条

例
の

施
行

に
関

し
必

要
な

事
項

は
、

規
則

で

 
 

定
め

る
。

 

・
改

正
 

⇒
実

施
機

関
ご

と
に

定
め

を
置

く
必

要
性

が
低

い

こ
と

か
ら

、
市

長
が

規
則

に
お

い
て

一
律

に
必

要
な

事
項

を
定

め
る

と
と

も
に

、
運

用
通

達
に

よ
り

情
報

公
開

制
度

を
運

用
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 

 
 

 

 
附

 
則

 
 

 
（

施
行

期
日

）
 

１
 

こ
の

条
例

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

 

 
（

経
過

措
置

）
 

２
 

こ
の

条
例

に
よ

る
改

正
後

の
第

２
条

及
び

第
２

章
の

規
定

は
、

こ
の

条
例

の
施

行
の

日
以

後
に

さ

れ
た

開
示

請
求

に
つ

い
て

適
用

し
、

同
日

前
に

さ

れ
た

開
示

請
求

に
つ

い
て

は
、

な
お

従
前

の
例

に

よ
る

。
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（資料１） 

 

滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条例案要綱（案） 

 

第１ 制定の趣旨 

これまで、個人情報保護制度の運用については地方公共団体ごとに条例等により定

められていた。しかし、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法

律（令和３年法律第３７号。）により個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。以下「個人情報保護法」という。）が改正されたことに伴い、地方公共団

体の保有する個人情報の取扱いについては、原則として国の行政機関等と同等の規定

を適用することとなることから、現行の滝沢市個人情報保護条例を廃止し、改正後の

個人情報保護法の施行に関し、必要な事項を定めるものである。  

 

第２ 制定内容 

（１）趣旨について定める（第１条）  

（２）定義について定める（第２条）  

（３）市民の責務について定める（第３条）  

（４）開示請求の手続について定める（第４条） 

（５）開示決定等の期限に関する特例について定める（第５条） 

（６）開示請求に係る手数料等について定める（第６条） 

（７）訂正請求の手続について定める（第７条） 

（８）訂正決定等の期限に関する特例について定める（第８条） 

（９）利用停止請求の手続について定める（第９条） 

（１０）利用停止決定等の期限に関する特例について定める（第１０条） 

（１１）審査会への諮問について定める（第１１条） 

（１２）事業者の責務（第１２条）  

（１３）出資法人の責務（第１３条）  

（１４）実施状況の報告及び公表について定める（第１４条） 

（１５）委任について定める（第１５条） 

第３ 施行期日等 

（１）施行期日  

   この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（２）条例の廃止及び経過措置  

   滝沢市個人情報保護条例（平成９年滝沢村条例第９号。以下「旧条例」という。）

を廃止し、次の経過措置を定める。  

ア 旧条例廃止後も旧条例第１２条に規定する職員等の義務については、条例の施行

後も、なお従前の例による。  

イ 条例の施行日より前に旧条例第１４条から第１７条の２までの規定による請求が

された場合については、なお従前の例による。  

ウ 旧条例廃止前にした行為又はアの規定によりなお従前の例によることとされる場

合における旧条例の廃止後にした行為に対する旧条例第３２条の罰則の適用につい
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（資料１） 

 

ては、なお従前の例による。  

（３）関係する例規の整備  

   次に掲げる条例について、この条例の施行に伴う必要な改正を行う。  

  ア 滝沢市交通広場に関する条例  

  イ 滝沢市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例  

  ウ 滝沢市未使用地及びその周辺の環境保全に関する条例  
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（資料２） 

 

 

滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）  

（趣旨）  

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号）第３０条第１項又は第３１条第１項の規定により一部の規定が適用されず、又は

読み替えて適用される場合を含む。以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。  

（定義）  

第２条 この条例において「実施機関」とは、市長（上下水道事業管理者の権限を行う市

長を含む。）、教育委員会、監査委員、農業委員会、選挙管理委員会及び固定資産評価

審査委員会をいう。  

２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法及び個人情報の保護に関

する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。第５条第２項において「令」という。）

で使用する用語の例による。  

（市民の責務）  

第３条 市民は、個人情報の保護の重要性を認識し、他人の個人情報をみだりに取り扱わ

ないようにするとともに、個人情報の保護に関する施策に協力するよう努めなければな

らない。  

（開示請求の手続）  

第４条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定める事項

を記載するものとする。 

（開示決定等の期限に関する特例）  

第５条 実施機関が開示決定等をする場合における法第８３条第１項及び第８４条の規定

の適用については、同項中「３０日以内」とあるのは「起算して１５日以内（特定個人

情報にあっては３０日以内）」とし、同条中「６０日以内」とあるのは「起算して４５

以内（特定個人情報にあっては６０日以内）」と、「同条第１項」とあるのは「滝沢市

個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年滝沢市条例第○号）第４条の規定によ

り読み替えて適用される前条第１項」とする。  

（開示請求に係る手数料等）  

第６条 法第８９条第２項の規定により納めなければならない手数料の額は、無料とする

。 

２ 法第８７条第１項の規定による写しの交付（開示される保有個人情報が電磁的記録に

記録されている場合において規則に定める開示の実施の方法として複製したもの又は出

力したものの交付が定められているときは、複製したもの又は出力したものの交付。以

下この項において同じ。）により保有個人情報の開示を受ける者は、当該写しの交付に

要する費用を負担しなければならない。当該写しの交付を令第２８条第４項の規定によ

り送付により受ける場合における当該送付に要する費用についても同様とする。  

（訂正請求の手続）  

第７条 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定める事項
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を記載するものとする。 

（訂正決定等の期限に関する特例）  

第８条 実施機関が訂正決定等をする場合における法第９４条第１項及び第９５条の規定

の適用については、同項中「３０日以内」とあるのは「起算して３０日以内」とし、同

条中「同条第１項」とあるのは「滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４

年滝沢市条例第○号）第７条の規定により読み替えて適用される前条第１項」とする。  

（利用停止請求の手続） 

第９条 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定める

事項を記載するものとする。  

（利用停止決定等の期限に関する特例）  

第１０条 実施機関が利用停止決定等をする場合における法第１０２条第１項及び第１０

３条の規定の適用については、同項中「３０日以内」とあるのは「起算して３０日以内

」とし、同条中「同条第１項」とあるのは「滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条

例（令和４年滝沢市条例第○号）第９条の規定により読み替えて適用される前条第１項

」とする。  

（審査会への諮問）  

第１１条 市の機関は、市の個人情報保護制度の運営に関する重要事項及びその改善に関

する事項について、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見

を聴くことが特に必要であると認めるときは、滝沢市情報公開・個人情報保護審査会条

例（令和４年滝沢市条例第○号）第２条に規定する滝沢市情報公開・個人情報保護審査

会（以下「審査会」という。）に諮問することができる。  

２ 法第１０６条において準用する法第１０５条第１項の規定による諮問は、行政不服審

査法第９条第３項において読み替えて適用する同法第２９条第２項の弁明書の写し（同

法第９条第３項において読み替えて適用する同法第３０条第１項の反論書又は同法第９

条第３項において読み替えて適用する同法第３０条第２項の意見書の提出があった場合

にあっては、当該弁明書の写し及び当該反論書又は当該意見書の写し）を添えてしなけ

ればならない。  

３ 前項の規定により諮問をした実施機関は、当該諮問に対する答申を受けたときは、そ

の答申を尊重して、速やかに当該審査請求についての裁決をしなければならない。  

（事業者の責務） 

第１２条 事業者は、その事業の実施に当たって個人情報の取扱いをするときは、個人情

報の保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに伴う個人の権利利益の侵害の防止に関

し必要な措置（以下、「保護措置」という。）を講ずる等、個人情報の適正な取扱いに努

めなければならない。  

（出資法人の責務）  

第１３条 市が資本金、基本金その他これらに準ずるものを出資している法人であって、

規則で定めるものが個人情報の取扱いをするときは、必要な範囲内で本条例の規定に基

づく保護措置を講ずるよう努めなければならない。  

 （実施状況の報告及び公表）  
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第１４条 市長は、毎年度、実施機関におけるこの条例の施行の状況を審査会に報告する

とともに、市民に公表するものとする。  

（委任）  

第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

（施行期日）  

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（滝沢市個人情報保護条例の廃止）  

第２条 滝沢市個人情報保護条例（平成９年滝沢村条例第９号）は、廃止する。  

（滝沢市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置）  

第３条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前の滝沢市個人情報保護条例（以下「

旧条例」という。）第１２条の規定による職務又は旧条例第６条第１項に規定する個人

情報取扱事務（以下「旧個人情報取扱事務」という。）に関して知り得た旧条例第２条

第１号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）の内容をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない義務については、この条例の施行後も、な

お従前の例による。  

（１）この条例の施行の際現に旧条例第２条第４号に規定する実施機関（以下「旧実施

機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関の職員で

あった者  

（２）この条例の施行の際現に旧実施機関から旧個人情報取扱事務の委託を受けている

者若しくは当該旧個人情報取扱事務に従事している者又はこの条例の施行前において

旧実施機関から旧個人情報取扱事務の委託を受けていた者若しくは当該旧個人情報取

扱事務に従事していた者 

２ この条例の施行の日前に旧条例第１４条から第１７条の２までの規定による請求がさ

れた場合における旧実施機関が保有する旧個人情報の開示、訂正、削除若しくは中止又

は旧実施機関が保有する旧条例第２条第２号に規定する特定個人情報の利用停止（これ

らに係る旧条例第２３条に規定する費用負担を含む。）については、なお従前の例によ

る。 

３ 旧条例の廃止前にした行為又は第１項の規定によりなお従前の例によることとされる

場合における旧条例の廃止後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。  

（滝沢市交通広場に関する条例の一部改正）  

第４条 滝沢市交通広場に関する条例（平成１５年滝沢村条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第３３条各号列記以外の部分を次のように改める。  

第３３条 市長は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６１条第

１項の規定にのっとり、次の各号に掲げる業務を遂行するため、当該各号に定める個人

情報（同法第２条第１項に規定する個人情報をいう。）を、必要な限度において、保有
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することができる。  

第３３条第１号及び第２号中「ため」を「業務」に改める。  

（滝沢市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正）  

第５条 滝沢市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年滝沢村

条例第１号）の一部を次のように改正する。  

第７条第２項第７号中「個人情報」の次に「（個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。第１１条において同じ。）」

を加える。  

第１１条第１項を次のように改める。  

第１１条 指定管理者は、公の施設を管理するに当たって知り得た個人情報（以下この条

において「保有個人情報」という。）を取り扱う場合においては、個人情報の保護に関

する法律第６６条第２項の規定により準用する同条第１項の規定により指定管理者が講

ずる安全管理措置を確実に実施するとともに、保有個人情報の適切な管理のため、第７

条第１項に規定する協定に基づき必要な措置を講じなければならない。  

（滝沢市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第６条 この条例の施行の際現に指定管理者である者若しくはその管理する公の施設の業

務に従事している者又はこの条例の施行前において指定管理者であった者若しくはその

管理する公の施設の業務に従事していた者に係る前条の規定による改正前の滝沢市公の

施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第１１条第２項の規定による義務につ

いては、この条例の施行後も、なお従前の例による。  

（滝沢市未使用地及びその周辺の環境保全に関する条例の一部改正）  

第７条 滝沢市未使用地及びその周辺の環境保全に関する条例（平成２１年滝沢村条例第

３号）の一部を次のように改正する。  

第６条第２項中「滝沢市個人情報保護条例（平成９年滝沢村条例第９号）第２条第１号」

を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第１項」に改める

。 

 

41



（資料３） 

 

滝沢市情報公開・個人情報保護審査会条例を制定する条例案要綱（案） 

 

第１ 制定の趣旨 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３

７号）により個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）が改正された

ことにより滝沢市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定が予定されている。  

これにより、個人情報保護運営審議会への諮問事項が大幅に縮小されることから、

現行の滝沢市行政情報公開・個人情報保護運営審議会及び滝沢市行政情報公開・個人

情報保護不服審査会の役割を統合し、滝沢市情報公開・個人情報保護審査会条例を制

定するものである。  

 

第２ 改正内容 

（１）趣旨について定める（第１条）  

（２）設置について定める（第２条）  

（３）定義について定める（第３条）  

（４）所掌事項について定める（第４条）  

（５）組織について定める（第５条）  

（６）委員について定める（第６条）  

（７）会長について定める（第７条）  

（８）会議について定める（第８条）  

（９）審査会の調査審議について定める（第９条） 

（１０）審査会の調査権限について定める（第１０条） 

（１１）意見の陳述について定める（第１１条） 

（１２）意見書等の提出について定める（第１２条） 

（１３）委員による調査手続について定める（第１３条） 

（１４）提出資料の写しの送付等について定める（第１４条） 

（１５）審査請求に係る調査審議手続の非公開について定める（第１５条） 

（１６）答申書の送付等について定める（第１６条） 

（１７）第４条第１項第２号又は第４号に掲げる所掌事項の調査審議について定める（第

１７条） 

（１８）委任について定める（第１８条） 

（１９）罰則について定める（第１９条） 

 

第３ 施行期日等 

（１）施行期日  

この条例は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和３年法律第３７号）第５１条の規定の施行の日から施行する。ただし、次条の規定

は、公布の日から施行する。  

（２）準備行為  
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（資料３） 

 

市長は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、第６条

第１項の規定の例により、審査会の委員を委嘱することができる。この場合において、

その委嘱された委員は、施行日において同項の規定により委嘱されたものとみなす。  

（３）滝沢市行政情報公開条例の全面改正による滝沢市行政情報公開・個人情報保護不服

審査会及び滝沢市行政情報公開・個人情報保護運営審議会の廃止に伴う経過措置  

  ア 施行日前にされた、次に掲げる事項については施行日において審査会に諮問され

たものとみなす。  

（ア）改正前の滝沢市行政情報公開条例（平成９年滝沢村条例第８号。以下「旧条例

」という。）第１５条の規定により設置されたにされた滝沢市行政情報公開・個

人情報保護不服審査会（以下「旧不服審査会」という。）にされた諮問  

（イ）旧条例第２２条の規定により設置された滝沢市行政情報公開・個人情報保護運

営審議会（以下「旧運営審議会」という。）にされた諮問のうち、第４条第１項

第２号又は第４号に掲げる事項に該当すると認められるもの  

イ アにおいて旧不服審査会及び旧運営審議会により施行日前に行われた調査審議は

、この条例に定めるところにより審査会により行われたものとみなす。  

ウ この条例の施行の際現に旧不服審査会の委員である者又は施行日前において旧不

服審査会の委員であった者に係る旧行政情報公開条例第２０条の規定による職務

上知り得た秘密を漏らしてはならない義務については、施行日以後も、なお従前

の例による。  

（４）滝沢市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置  

   この条例の施行の際旧運営審議会が行っている滝沢市個人情報の保護に関する法律

施行条例附則第２条の規定による廃止前の滝沢市個人情報保護条例の規定により旧運

営審議会の意見を聴くこととされている事項に関する調査審議については、当該事項

が第４条第１項第４号に掲げる事項に該当すると認められるものに限り、施行日以後

、引き続き審査会が行う。  

（５）罰則の適用  

   第１９条の規定は、施行日以後に上記（３）のウのなお従前の例によることとされ

る義務に違反した者についても適用する。  
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（資料４） 

 

 

滝沢市情報公開・個人情報保護審査会条例（案）  

（趣旨）  

第１条 この条例は、滝沢市情報公開・個人情報保護審査会の設置及び組織並びに調査審

議の手続等について定めるものとする。  

（設置）  

第２条 情報公開制度における審査請求及び情報公開制度の適正かつ円滑な運営の推進並

びに個人情報保護制度における審査請求及び個人情報の適正な取扱いの確保について調

査審議するため、滝沢市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を

置く。 

（定義）  

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）諮問庁  滝沢市情報公開条例（令和●年滝沢市条例第●号。以下「情報公開条例

」という。）第２０条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関（情報公開条

例第２条第１号に規定する実施機関をいう。以下同じ。）、個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第１０５条第３

項において準用する同条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関（滝沢市個

人情報の保護に関する法律施行条例（令和●年滝沢市条例第●号。以下「法施行条例

」という。）第２条第１項に規定する実施機関をいう。以下同じ。）及び滝沢市議会

の個人情報の保護に関する条例（令和●年滝沢市条例第●号。以下「議会個人情報保

護条例」という。）第４５条第１項の規定により審査会に諮問をした機関をいう。 

（２）行政文書 情報公開条例第１２条第１項の規定による開示決定等（次条第１号に

おいて「開示決定等」という。）に係る行政文書（情報公開条例第２条第２号に規定

する行政文書をいう。）をいう。  

（３）保有個人情報 個人情報保護法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又は第１

０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等及び議会個人情

報保護条例第２５条第１項、第３５条第１項又は第４２条第１項に規定する開示決定

等、訂正決定等又は利用停止決定等（次条第３号において「開示決定等」という。）

に係る保有個人情報（個人情報保護法第６０条第１項に規定する保有個人情報のうち

同項に規定する地方公共団体等行政文書に係るもの及び議会個人情報保護条例第２条

第４項に規定する保有個人情報をいう。）をいう。  

（所掌事項）  

第４条 審査会は、次に掲げる事項について調査審議する。  

（１）情報公開条例第２０条第１項の規定による諮問に応じ、開示決定等又は公開請求

に係る不作為についての審査請求に関する事項  

（２）実施機関の諮問に応じ、情報公開制度の運営に関する重要事項及び改善に関する

事項 

（３）個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による諮問

又は議会個人情報保護条例第４５条第１項の規定による諮問に応じ、開示決定等又は
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（資料４） 

 

 

個人情報保護法第７６条第２項、第９０条第２項若しくは第９８条第２項に規定する

開示請求、訂正請求若しくは利用訂正請求に係る不作為についての審査請求に関する

事項及び議会個人情報保護条例第１８条第２項、第３１条第２項若しくは第３８条第

２項に規定する開示請求、訂正請求若しくは利用訂正請求に係る不作為についての審

査請求に関する事項  

（４）法施行条例第１１条の規定による諮問に応じ、個人情報の適正な取扱いを確保す

るための個人情報保護制度の運営に関する重要事項及びその改善に関する事項及び議

会個人情報保護条例第５０条による諮問に応じ、議長が個人情報の適正な取扱いを確

保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める事項  

２ 審査会は、前項の調査審議のほか、情報公開制度及び個人情報保護制度の実施に関し

、市長に意見を述べることができる。  

（組織）  

第５条 審査会は、委員６人以内をもって組織する。  

（委員）  

第６条 委員は、優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。  

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。  

３ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

４ 市長は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき又は委員に職務

上の義務違反その他委員として不適切な行為があると認めたときは、その委員を罷免す

ることができる。  

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

６ 委員は、在任中、政党その他の政治団体の役員となり、又は積極的に政治活動をして

はならない。  

（会長）  

第７条 審査会に、会長を置き、委員の互選により選任する。  

２ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。  

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員が

、その職務を代理する。 

（会議）  

第８条 審査会は会長が招集する。  

２ 審査会は委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。  

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。  

（審査会の調査審議）  

第９条 審査会の調査審議は、この条例に定めるところにより、実施する。  

（審査会の調査権限）  

第１０条 審査会は、審査請求に係る事件に関し必要があると認めるときは、諮問庁に対

し、行政文書又は保有個人情報の提示を求めることができる。この場合においては、何
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（資料４） 

 

 

人も、審査会に対し、その提示された行政文書又は保有個人情報の開示を求めることが

できない。  

２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではならな

い。 

３ 審査会は、審査請求に係る事件に関し必要があると認めるときは、諮問庁に対し、行

政文書に記録されている情報又は保有個人情報に含まれている情報の内容を審査会の指

定する方法により分類又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めることが

できる。  

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関し、審査請

求人、参加人（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１３条第４項に規定する

参加人をいう。以下同じ。）又は諮問庁（以下「審査請求人等」という。）に意見書又

は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述させることそ

の他必要な調査をすることができる。  

（意見の陳述）  

第１１条 審査会は、審査請求人等から申出があったときは、当該審査請求人等に口頭で

意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認め

るときは、この限りでない。  

２ 前項本文の場合においては、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、補佐人

とともに出頭することができる。  

（意見書等の提出）  

第１２条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出することができる。た

だし、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内に

これを提出しなければならない。  

（委員による調査手続） 

第１３条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に、第１０条第１項

の規定により提示された行政文書若しくは保有個人情報を閲覧させ、同条第４項の規定

による調査をさせ、又は第１１条第１項本文の規定による審査請求人等の意見の陳述を

聴かせることができる。 

（提出資料の写しの送付等）  

第１４条 審査会は、第１０条第３項若しくは第４項又は第１２条の規定による意見書又

は資料の提出があったときは、当該意見書又は資料の写し（電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。次項において同じ。）に

あっては、当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面）を当該意見書又は資料を

提出した審査請求人等以外の審査請求人等に送付するものとする。ただし、第三者の利

益を害するおそれがあると認められるときその他正当な理由があるときは、この限りで

ない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書又は資料の閲覧（電磁的

記録にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表示したものの閲覧）を
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（資料４） 

 

 

求めることができる。この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがあ

ると認めるときその他正当な理由があるときでなければ、その閲覧を拒むことができな

い。 

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定による閲覧をさせようとす

るときは、当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出した審査請求人等の意見を聴

かなければならない。ただし、審査会がその必要がないと認めるときは、この限りでな

い。 

４ 審査会は、第２項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定することができる

。 

（審査請求に係る調査審議手続の非公開） 

第１５条 審査会の行う審査請求に係る調査審議の手続は、公開しない。  

（答申書の送付等）  

第１６条 審査会は、審査請求に係る諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審

査請求人及び参加人に送付するとともに、答申の内容を公表するものとする。  

（第４条第１項第２号又は第４号に掲げる所掌事項の調査審議）  

第１７条 審査会は、第４条第１項第２号に掲げる所掌事項を遂行するため必要があると

認めるときは実施機関に対し、同項第４号に掲げる所掌事項を遂行するため必要がある

と認めるときは市の機関に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を

求めることができる。  

２ 審査会は、第４条第１項第２号に掲げる所掌事項を遂行するため特に必要があると認

めるときは、実施機関以外の者に対し、同項第４号に掲げる所掌事項を遂行するため特

に必要があると認めるときは市の機関以外の者に対しても、必要な協力を依頼すること

ができる。  

（委任）  

第１８条 この条例に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は、規則で定める。  

（罰則）  

第１９条 第６条５項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は５０万

円以下の罰金に処する。 

２ 前項の規定は、市の区域外において同項の罪を犯した者にも適用する。  

附 則 

（施行期日）  

第１条 この条例は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和３年法律第３７号）第５１条の規定の施行の日から施行する。ただし、次条の規定は

、公布の日から施行する。  

（委員の委嘱に関する準備行為）  

第２条 市長は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、第６条

第１項の規定の例により、審査会の委員を委嘱することができる。この場合において、

その委嘱された委員は、施行日において同項の規定により委嘱されたものとみなす。  

 （行政情報公開条例の一部改正による不服審査会の廃止に伴う経過措置）  
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（資料４） 

 

 

第３条 施行日前に前条の規定による改正前の滝沢市行政情報公開条例（以下「旧行政情

報公開条例」という。）第１５条の規定により設置された滝沢市行政情報公開・個人情

報保護不服審査会（以下「旧不服審査会」という。）にされた諮問（この条例の施行の

際当該諮問に係る調査審議を終えていないものに限る。）は、施行日において審査会に

諮問されたものとみなす。この場合において、旧不服審査会により施行日前に行われた

調査審議は、この条例の定めるところにより審査会により行われたものとみなす。  

２ この条例の施行の際現に旧不服審査会の委員である者又は施行日前において旧不服審

査会の委員であった者に係る旧行政情報公開条例第２０条の規定による職務上知り得た

秘密を漏らしてはならない義務については、施行日以後も、なお従前の例による。  

 （行政情報公開条例の一部改正による運営審議会の廃止に伴う経過措置）  

第４条 施行日前に旧行政情報公開条例第２２条の規定により設置された滝沢市行政情報

公開・個人情報保護運営審議会（以下「旧運営審議会」という。）にされた諮問（この

条例の施行の際当該諮問に係る調査審議を終えていないものに限る。）、第４条第１項

第２号又は第４号に掲げる事項に該当すると認められるものに限り、施行日において審

査会に諮問されたものとみなす。この場合において、旧運営審議会により施行日前に行

われた調査審議は、この条例の定めるところにより審査会により行われたものとみなす

。 

 （滝沢市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置）  

第５条 この条例の施行の際旧運営審議会が行っている滝沢市個人情報の保護に関する法

律施行条例附則第２条の規定による廃止前の滝沢市個人情報保護条例の規定により旧運

営審議会の意見を聴くこととされている事項に関する調査審議については、当該事項が

第４条第１項第４号に掲げる事項に該当すると認められるものに限り、施行日以後、引

き続き審査会が行う。  

 （罰則の適用）  

第６条 第１９条の規定は、施行日以後に附則第４条第２項の規定によりなお従前の例に

よることとされる義務に違反した者についても適用する。  
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